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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 第48期より、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定にあたっては、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

４ 金額については、千円単位で記載しておりました項目につき、第50期より百万円単位で記載することに変更しておりま

す。 

５ 第51期の当期純損失の発生は、構造改革費用として希望退職制度に伴う損失とたな卸資産廃棄及び評価損を計上したこ

と、並びに固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によります。 

  

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 66,627 78,602 90,734 73,808 69,078

経常利益 (百万円) 2,952 8,231 13,741 5,506 4,983

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 1,503 3,861 8,323 3,494 △7,318

純資産額 (百万円) 91,101 92,409 99,075 101,404 95,157

総資産額 (百万円) 125,236 128,091 130,818 128,790 120,439

１株当たり純資産額 (円) 2,517.25 2,551.65 2,735.76 2,800.63 2,671.87

１株当たり 
当期純利益金額又は 
１株当たり 
当期純損失金額(△) 

(円) 41.53 104.96 228.17 95.23 △204.38

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 72.7 72.1 75.7 78.7 79.0

自己資本利益率 (％) 1.7 4.2 8.7 3.5 △7.4

株価収益率 (倍) 54.9 32.6 16.7 24.0 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,641 10,803 13,772 7,084 7,911

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,945 △80 △9,690 △3,265 54

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,691 △1,562 △4,281 △1,686 △2,303

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 18,653 27,467 26,816 28,997 36,084

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(名) 
2,861 

〔340〕

2,946

〔352〕

3,040

〔379〕

3,104 

〔331〕

2,878

〔298〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 第48期より、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定にあたっては、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

４ 金額については、千円単位で記載しておりました項目につき、第50期より百万円単位で記載することに変更しておりま

す。 

５ 第51期の当期純損失の発生は、構造改革費用として希望退職制度に伴う損失とたな卸資産廃棄及び評価損を計上したこ

と、並びに固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によります。 

６ 第51期の１株当たり配当額50円は、20円の特別配当を含んでおります。 

  

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 48,315 58,528 63,697 51,463 37,782

経常利益 (百万円) 5,836 8,849 8,345 3,840 710

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 3,439 4,283 5,117 2,618 △8,640

資本金 (百万円) 7,025 7,025 7,025 7,025 7,025

発行済株式総数 (株) 36,190,872 36,190,872 36,190,872 36,190,872 36,190,872

純資産額 (百万円) 84,661 87,968 92,475 93,730 83,467

総資産額 (百万円) 103,519 111,860 113,991 111,457 98,136

１株当たり純資産額 (円) 2,339.30 2,428.98 2,553.44 2,588.67 2,343.63

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
27.00 

(12.00)

27.00

(12.00)

30.00

(15.00)

30.00 

(15.00)

50.00

(15.00)

１株当たり 
当期純利益金額又は 
１株当たり 
当期純損失金額(△) 

(円) 95.04 116.65 139.62 71.11 △241.30

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 81.8 78.6 81.1 84.1 85.1

自己資本利益率 (％) 4.1 5.0 5.7 2.8 △9.8

株価収益率 (倍) 24.0 29.3 27.2 32.1 ―

配当性向 (％) 28.4 23.1 21.5 42.2 ―

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(名) 
1,445 

〔326〕

1,489

〔327〕

1,505

〔331〕

1,512 

〔299〕

1,448

〔270〕



２ 【沿革】 

当社の創業者・前社長西本貫一は昭和18年４月報国写真館(個人経営)を創業し、写真機器の販売及び写真撮影の経

営に当たっておりました。その後、「写真印画紙自動水洗器」の開発を機に、昭和31年６月当社の前身であります有

限会社ノーリツ光機製作所を設立いたしました。(昭和36年11月ノーリツ鋼機株式会社に組織変更) 

当社は平成元年９月21日を合併期日として、グループの中核会社であるノーリツ鋼機株式会社、成形加工部門であ

るノーリツ産業株式会社、海外販売部門である西本貿易株式会社及び研究開発部門である株式会社ノーリツ研究セン

ター、以上４社による合併、一体化を行い、製造、研究開発及び海外・国内販売の一貫体制を確立いたしました。こ

の合併、一体化に当たっては、ノーリツ鋼機株式会社の無額面株式を額面株式に変換するため、株式会社ノーリツ研

究センターを形式上の存続会社としてノーリツ鋼機株式会社(以下旧ノーリツ鋼機株式会社という)、ノーリツ産業株

式会社及び西本貿易株式会社を吸収合併し、商号を株式会社ノーリツ研究センターよりノーリツ鋼機株式会社に変更

する形態をとりました。さらに当社は平成元年12月14日開催の定時株主総会の決議により、決算期日を従来の９月20

日から３月31日に変更すると同時に営業期名称も変更し、実質上の存続会社である旧ノーリツ鋼機株式会社の決算期

を継続して使用いたしております。 

以下会社の沿革につきましては、特段の記載がない限り合併以前は、実質上の存続会社である旧ノーリツ鋼機株式

会社について記載いたしております。 
  

年月 概要 

昭和36年11月 資本金300万円で和歌山市中島にノーリツ鋼機株式会社(有限会社ノーリツ光機製作所より組織変

更)を設立 

昭和36年11月 基幹現像所用白黒フィルム自動現像機RF-20E販売開始 

昭和39年７月 基幹現像所用カラーフィルム自動現像機RF-C１販売開始 

昭和53年12月 NAC Corporation(昭和56年１月にNORITSU AMERICA CORPORATIONに名称変更)を販売会社として設

立(出資比率100％)し、北米市場へ進出 

昭和54年３月 QSS-２(クイック・サービス・システム２型 カラーフィルムの現像から写真仕上げまでを１時間

以内で行う小型写真処理機器システム)販売開始 

昭和55年１月 NORITSU (UK) LIMITEDを販売会社として設立(出資比率50％)し、ヨーロッパ市場へ進出(昭和63

年１月に当社の100％子会社化) 

昭和56年12月 NORITSU (UK) LIMITEDの100％子会社としてNoritsu (Deutschland) GmbHを設立し、ヨーロッパ

におけるドイツ市場へ進出(昭和57年10月に当社の100％子会社化) 

昭和59年６月 NORITSU (FAR EAST) LIMITEDを販売会社として香港に設立(出資比率100％)し、中国・東南アジ

ア市場へ進出 

昭和60年３月 西本貿易株式会社の子会社としてNORITSU DO BRASIL LTDA.を設立(出資比率91.4％)し、南米市

場へ進出(平成元年９月に西本貿易株式会社との合併により当社の100％子会社化) 

昭和60年８月 NORITSU SINGAPORE PTE LTDを販売会社として設立(出資比率100％)し、東南アジア市場を強化 

昭和60年８月 本社工場完成 本社を和歌山市梅原に移転 

平成元年７月 NORITSU FRANCE E.U.R.L.を販売会社として設立(出資比率100％)し、フランス市場へ進出 

平成元年９月 ノーリツ鋼機株式会社、株式会社ノーリツ研究センター、西本貿易株式会社及びノーリツ産業株

式会社の４社が製造、研究開発及び海外・国内販売の一貫体制を確立することを目的として合併 

平成元年10月 NORITSU KOKI AUSTRALIA PTY. LIMITEDを販売会社として設立(出資比率100％)し、オセアニア市

場へ進出 

平成元年12月 台湾諾日士股份有限公司を販売会社として設立(出資比率100％)し、台湾市場へ進出 

平成５年３月 本社敷地内にセンタービルが完成し、本社機能を移転 

平成６年７月 NORITSU ITALIA S.r.l.を販売会社として設立(出資比率100％)し、イタリア市場へ進出 



  

  

年月 概要 

平成８年２月 大阪証券取引所市場第二部に上場 

平成８年９月 NORITSU PHILIPPINES, INC.を販売会社として設立(出資比率100％)し、フィリピン市場を強化 

平成９年２月 Noritsu (R) Limitedを販売会社として設立(出資比率100％)し、ロシア及びCIS諸国市場を強化

(平成10年12月にNoritsu (Deutschland) GmbHの100％子会社化、同時にNoritsu (R) Co. Ltd.に

名称変更) 

平成９年９月 大阪証券取引所市場第一部に指定 

平成９年11月 東京証券取引所市場第一部に上場 

平成10年２月 諾日士(上海)精密機械製造有限公司を組立・販売会社として設立(出資比率100％)し、中国市場

を強化(平成13年10月をもってノックダウン方式による生産を停止) 

平成13年２月 諾日士(上海)電子設備製造有限公司を生産・販売会社として設立(出資比率100％)し、中国市場

を強化 

平成13年４月 NORITSU EUROPEAN DISTRIBUTION CENTER B.V.を物流センターとして設立(出資比率100％)し、ヨ

ーロッパ地域における既存子会社の物流業務を集約化(現在、清算手続き中) 

平成13年７月 ノーリツテック株式会社、和泉興産株式会社の２社を業務効率向上を目的とし、吸収合併 

平成15年10月 当社の100％子会社であるNORITSU DO BRASIL LTDA.が、NORITSU DO BRASIL LTDA.の100％子会社

であるNORITSU DA AMAZONIA INDUSTRIA E COMERCIO LTDAを吸収合併 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、「顧客最優先の開発経営」を経営理念とし、主に写真処理機器の製造・販売事業を行っており

ます。 

当該事業における当社及び関係会社の位置づけは次のとおりであります。 

(1) 生産関係 

当社グループの製品である「ミニラボシステム機器」(以下「ミニラボ」といいます)、「オプション及び補修用

部品」及び「その他」の生産につきましては、主に当社が担当しております。また、子会社であるNORITSU DO

BRASIL LTDA.は、ノックダウン方式による生産を行っており、諾日士(上海)電子設備製造有限公司は、部品の調達

を含め製品の生産を行っております。 

(2) 販売・サービス関係 

国内における製品の販売及び保守は、当社の営業所及び事務所が担当しております。 

海外は地域別に設立された子会社20社及び当社海外支店３ヶ所が製品の販売及び保守を担当しております。ま

た、子会社及び支店以外の地域の販売は当社が直接行っております。 

(3) 研究開発関係 

研究開発は当社が担当しております。 

(4) その他 

写真機器等の小売販売は、国内子会社である株式会社西本が担当しております。 

また、関連会社の株式会社日本環境開発は環境関連事業機器の製造販売業務を営んでおります。 

当社がその関連会社となる西本興産株式会社は不動産賃貸及び保険代理店業務を営んでおります。 

以上述べた事項の概要図は次のとおりになっております。 
  

 
  
(注) １ NORITSU DO BRASIL LTDA.は、ノックダウン方式による製品の生産・販売を行っております。 

２ 諾日士(上海)電子設備製造有限公司は、部品の製造・調達から製品の生産・販売を行っております。 

３ NORITSU EUROPEAN DISTRIBUTION CENTER B.V.は、現在、清算の手続き中であります。また、同社の物流機能はNoritsu 

(Deutschland) GmbHへ移管しております。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

名称 住所 
資本金 
又は出資金 

主要な事業

の内容 

議決権の

所有(被所有)割合 
関係内容 

所有割合

(％) 
被所有割合

(％) 

(連結子会社)         当社所有の土地及び建物を賃借し

ております。 

なお、当社より資金援助を受けて

おります。 

役員の兼任 １名 

株式会社西本 和歌山市 48百万円 写真機器等販売 100 ―

NORITSU AMERICA  
CORPORATION 

(注１、７) 

アメリカ 
カリフォルニア

州 
ブエナパーク市 

USD 
38,384,976 

写真処理機器販

売 
100 ―

当社の製品・部品の販売及び保守

を行っております。 

なお、当社より資金援助を受けて

おります。 

役員の兼任 無 

NORITSU(UK)LIMITED 
イギリス 
ミルトンキーン

ズ市 

GBP 
100 
写真処理機器販

売 
100 ―

当社の製品・部品の販売及び保守

を行っております。 

役員の兼任 無 

Noritsu  
(Deutschland)GmbH 

ドイツ 
ウィリッヒ市 

EUR 
550,000 

写真処理機器販

売 
100 ―

当社の製品・部品の販売及び保守

並びにヨーロッパ地域における当

社製品の物流機能を担っておりま

す。 

役員の兼任 無 

NORITSU(FAR EAST) 
LIMITED 

香港 
HKD 

 300,000 
写真処理機器販

売 
100 ―

当社の製品・部品の販売及び保守

を行っております。 

役員の兼任 無 

NORITSU DO BRASIL  
LTDA. 

ブラジル 
マナウス市 

BRL 
7,100,000 

写真処理機器製

造販売 
100 ―

当社製品・部品の製造・販売及び

保守を行っております。 

役員の兼任 無 

NORITSU SINGAPORE  
PTE LTD 

シンガポール 
SGD 

110,002 
写真処理機器販

売 
100 ―

当社の製品・部品の販売及び保守

を行っております。 

役員の兼任 無 

Noritsu Canada Ltd. 
(注４) 

カナダ 
オンタリオ州 
ミセソガ市 

CAD  
7,146,040 

写真処理機器販

売 
100

(100)
―

当社の製品・部品の販売及び保守

を行っております。 

役員の兼任 無 

NORITSU FRANCE  
E.U.R.L. 

フランス 
リース市 

EUR 
1,830,000 

写真処理機器販

売 
100 ―

当社の製品・部品の販売及び保守

を行っております。 

なお、当社より資金援助を受けて

おります。 

役員の兼任 無 

NORITSU KOKI  
   AUSTRALIA PTY.  

LIMITED 

オーストラリア 
シドニー市 

AUD 
500,000 

写真処理機器販

売 
100 ―

当社の製品・部品の販売及び保守

を行っております。 

役員の兼任 無 

台湾諾日士股份 
有限公司 

台湾 
台北市 

TWD 
32,900,000 

写真処理機器販

売 
100 ―

当社の製品・部品の販売及び保守

を行っております。 

役員の兼任 １名 

Noritsu(CR)spol. 
s.r.o. 

(注５) 

チェコ 
プラハ市 

CZK  
850,000 

写真処理機器販

売 
100

(100)
―

当社の製品・部品の販売及び保守

を行っております。 

役員の兼任 無 

Noritsu Poland Sp. 
z o.o. 

(注５) 

ポーランド 
ワルシャワ市 

PLN 
60,702 

写真処理機器販

売 
100

(100)
―

当社の製品・部品の販売及び保守

を行っております。 

役員の兼任 無 

NORITSU ITALIA  
S.r.l. 

イタリア 
ノヴァラ市 

EUR 
100,000 

写真処理機器販

売 
100 ―

当社の製品・部品の販売及び保守

を行っております。 

役員の兼任 無 



  

(注) １ NORITSU AMERICA CORPORATION及び諾日士(上海)電子設備製造有限公司は特定子会社に該当いたします。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３ 「議決権の所有(被所有)割合」の( )内は、間接所有割合で内書きで表示しております。 

４ Noritsu Canada Ltd. 及び NORITSU MEXICO, S.A. DE C.V.の間接所有は、NORITSU AMERICA CORPORATIONによるものであ

ります。 

５ Noritsu (CR) spol. s.r.o.、Noritsu Poland Sp.z o.o.、Noritsu (R) Co. Ltd.及びNORITSU HELLAS LTD.の間接所有

は、Noritsu (Deutschland) GmbHによるものであります。 

６ NORITSU KOKI (MALAYSIA) SDN.BHD.の間接所有は、NORITSU SINGAPORE PTE LTDによるものであります。 

７ NORITSU AMERICA CORPORATIONについては売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％

を超えております。その主要な損益情報等は次のとおりであります。 

  

名称 住所 
資本金 
又は出資金 

主要な事業

の内容 

議決権の

所有(被所有)割合 
関係内容 

所有割合

(％) 
被所有割合

(％) 

NORITSU 
PHILIPPINES, INC. 

フィリピン 
マカティ市 

PHP 
60,000,000 

写真処理機器販

売 
100 ―

当社の製品・部品の販売及び保守

を行っております。 

役員の兼任 無 

Noritsu (R) Co. Ltd. 
(注５) 

ロシア 
モスクワ市 

RUB 
1,646,100 

写真処理機器販

売 
100

(100)
―

当社の製品・部品の販売及び保守

を行っております。 

役員の兼任 無 

諾日士(上海)精密機械 
製造有限公司 
(注８) 

中国 
上海市 

USD 
1,228,000 

写真処理機器販

売 
100 ―

当社の製品・部品の販売及び保守

を行っております。 

役員の兼任 無 

NORITSU MEXICO,  
S.A. DE C.V. 

(注４) 

メキシコ 
メキシコ市 

MXN 
22,050,000 

写真処理機器販

売 
100

(100)
―

当社の製品・部品の販売及び保守

を行っております。 

役員の兼任 無 

NORITSU KOKI  
(MALAYSIA)SDN.BHD. 
(注６) 

マレーシア 
ペタリングジャ

ヤ市 

MYR 
200,000 

写真処理機器販

売 
100

(100)
―

当社の製品・部品の販売及び保守

を行っております。 

役員の兼任 無 

諾日士(上海)電子設備 
製造有限公司 
(注１) 

中国 
上海市 

1,323百万円 
写真処理機器製

造販売 
100 ―

当社製品・部品の製造・販売を行

っております。 

なお、当社より資金援助を受けて

おります。 

役員の兼任 １名 

NORITSU EUROPEAN  
DISTRIBUTION CENTER  
B.V. 

オランダ 
リッダーケルク

市 

EUR 
2,725,000 

写真処理機器販

売 
(清算手続き中) 

100 ―

当社より資金援助を受けておりま

す。 

役員の兼任 １名 

NORITSU HELLAS LTD. 
(注５) 

ギリシャ 
アテネ 

EUR 
18,000 

写真処理機器販

売 
100

(100)
―

当社の製品・部品の販売及び保守

を行っております。 

役員の兼任 無 

(持分法適用関連会社)         当社に対し環境関連事業機器の生

産を委託しております。 

役員の兼任 無 
株式会社日本環境開発 東京都新宿区 106百万円 

環境関連事業機

器の製造販売 
33.4 ―

(その他の関係会社)         当社に対し事務所等を賃借してお

ります。 

役員の兼任 ２名 
西本興産株式会社 和歌山市 411百万円 

不動産賃貸及び

保険代理店業 
― 42.2

    (外貨額)   (円貨額) 

(1) 売上高   USD189,993千  21,133百万円

(2) 経常利益   6,520   725 

(3) 当期純損失   4,024   447 

(4) 純資産額   87,431   10,258 

(5) 総資産額   147,646   17,348 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む。)

であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  なお、提出会社の従業員で出向先子会社の役員として就業している者(８名)については、上記従業員数には含まれており

ません。 

２ 臨時従業員は、パートタイム労働者であります。 

３ 従業員数には、希望退職制度の実施による決算期末後の退職者684名を含んでおります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員数は〔 〕

内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数には、海外現地採用従業員72名及び嘱託従業員22名は含んでおりません。 

４ 臨時従業員は、パートタイム労働者であります。 

５ 従業員数には、希望退職制度の実施による決算期末後の退職者490名を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、ノーリツ鋼機労働組合と称し、上部団体には加入しておらず労働組合員数は1,184名(平成18

年３月31日現在)であります。 

組合結成以来、労使関係は健全でかつ良好であります。 

なお、当社グループにおいて、労使関係について特記すべき事項はありません。 

  

事業の内容 従業員数(名)

写真処理機器製造販売 2,797〔270〕 

写真機器等販売 81 〔28〕 

合計 2,878〔298〕 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

1,354〔270〕 39.1 15.9 5,851,469



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用情勢に厳しさが残るものの、企業収益の改善が進み、設備投資の増

加や個人消費の回復などの民間需要に支えられて景気は回復基調が続きました。一方、海外におきましては、アメ

リカでは好調な個人消費と設備投資により景気は拡大基調を維持し、ヨーロッパでは外需主導の緩やかな回復傾向

が続きました。また、アジアでは中国の高成長に加え、その他のアジア諸国においても総じて景気は拡大傾向を示

しました。 

しかしながら、当社グループを取り巻く市場環境につきましては、急速なデジタル化がプリント手段の多様化を

もたらし、デジカメプリントやネットプリント・セルフプリントなどのデジタルプリントの需要は伸びているもの

の、デジタルカメラの普及に伴い銀塩フィルムの消費量の大幅な減少により銀塩プリント需要は大きく落ち込み、

また撮影した画像を必ずプリントするとは限らない環境も重なり、プリント需要全体としては非常に厳しい状況が

続きました。 

このような状況におきまして、当社グループでは、基盤事業分野であるミニラボシステム機器においては、デジ

タルミニラボ「QSS-33型」、「QSS-32型」等の販売を中心とした事業展開を行い、各国の市場状況に応じたマーケ

ティング及び販売戦略を実施し、オンラインプリントサービスの充実を図るとともに、デジタルプリントのビジネ

スモデルを積極的に提案してまいりました。 

その結果、デジタルミニラボの総販売台数は前期に比べ増加したものの、市場のニーズが当社の主力の高付加価

値製品から「QSS-33型」等の普及型低価格機にシフトしていることと価格競争の影響などから、ミニラボシステム

機器の売上高は減少いたしました。また、地域別では北米及び中南米での販売が増加したものの、日本国内、アジ

ア及びヨーロッパでの販売が落ち込んだことなどから、当連結会計年度の売上高は690億78百万円(前期比6.4％減)

となりました。 

  

販売面を主要地域別にみますと以下のとおりであります。 

  

(日本) 

日本国内におきましては、撮影した画像を必ずプリントするとは限らない環境と銀塩フィルムの消費量の大幅

な減少による銀塩プリント需要の落ち込みをデジタルプリント需要が吸収できない状況で推移しました。そのた

め、ミニラボ店では銀塩フィルムの現像やプリント需要の落ち込みにより収益力が低下しており、投資マインド

の悪化などから新規設備投資に対して慎重な局面が続きました。その影響を受けた国内販売は低迷し、売上高は

87億22百万円(前期比26.4％減)となりました。 

  

(北米) 

北米におきましては、大手顧客に対し積極的にビジネスモデルを提案し、省スペースでコストパフォーマンス

に優れたデジタルミニラボ「QSS-33型」等の販売が好調に推移しました。また、ドルに対する為替相場が3.0％の

円安基調で推移したことから円換算額も増加し、売上高は245億73百万円(前期比23.1％増)となりました。 

  



(ヨーロッパ) 

ヨーロッパにおきましては、ロシア市場が成長過程にあり堅調に販売を伸ばすことができましたが、ドイツな

どのユーロ圏における主要地域での販売が落ち込んだこと及びイギリスでの販売も減少に転じたことなどから、

売上高は130億55百万円(前期比15.8％減)となりました。 

  

(アジア・オセアニア) 

アジア・オセアニアにおきましては、主要販売地域である中国、インドでの販売が伸び悩み、台湾、タイなど

の販売も減少に転じました。また、近年、飛躍的に進展してきた韓国での設備投資が一巡し、販売が大きく減少

したことなどにより、売上高は144億１百万円(前期比17.8％減)となりました。 

  

(その他) 

その他の地域におきましては、ブラジル市場が好調に推移しており、中南米全体では前連結会計年度に比べ

19.2％増と高い伸びを示しましたが、中近東での販売が前連結会計年度に比べ41.0％減と大きく減少に転じたこ

となどにより、売上高は83億25百万円(前期比7.2％減)となりました。 

  

この結果、当社グループの海外売上高は603億55百万円(前期比2.6％減)となり、売上高全体に占める海外売上高

比率は前連結会計年度の84.0％から3.4ポイント上昇し87.4％となりました。 

  

次に、品目別売上状況につきましては以下のとおりであります。 

  

(ミニラボシステム機器) 

主力のミニラボシステム機器の売上高につきましては、484億13百万円(前期比7.5％減)となりました。北米を

中心に普及型ミニラボ「QSS-33型」等の販売が好調に推移し、ミニラボの総販売台数は前連結会計年度を上回っ

たものの、主要販売機種が低価格機にシフトしたことと価格競争の影響により販売価格が低下したことによるも

のです。 

  

(オプション及び補修用部品) 

オプション及び補修用部品の売上高につきましては、111億58百万円(前期比16.7％減)となりました。「QSS-33

型」のオプション販売は増加したものの、従来機のオプション販売が大幅に減少したことによるものです。 

  

(その他) 

その他の売上高につきましては、95億６百万円(前期比18.2％増)となりました。これは日本国内においてデジ

タルドライプリンタの販売に伴い、消耗品の販売とレンタル収入が増加したことと海外子会社におけるサービス

収入などが増加したことなどによるものです。 

  



次に、利益面につきましては、価格競争の影響による販売価格の低下などにより、売上原価率は前連結会計年

度の50.4％から1.3ポイント上昇し51.7％となり、売上総利益は333億97百万円(前期比8.8％減)となりました。 

また、販売費及び一般管理費は、売上高の減少とコスト削減活動により、総額では前連結会計年度に比べ23億

47百万円減少し、292億98百万円(前期比7.4％減)となりましたが、販売費及び一般管理費比率の大幅な改善には

至りませんでした。 

これらの結果、営業利益は40億99百万円(前期比17.3％減)となりました。 

経常利益は、営業外収益で受取利息４億41百万円と、為替差益２億89百万円を計上したことなどにより、49億

83百万円(前期比9.5％減)となりました。 

  

更に、昨今のデジタル化の進展が世界的規模での写真市場の変革をもたらし、市場での価格競争は予想を上回

る厳しさで推移し、売上高や収益などの業績が悪化傾向を辿っていることから、当社としましては、現在の高コ

スト体質から早急に脱却する必要があると判断し、以下に示すような構造改革に着手いたしました。 

  

① たな卸資産の健全化 

たな卸資産の健全化の観点から、グループ全体でアナログ製品を中心とした中古機や部品などの過剰在庫の

処理を行い、廃棄及び評価減額として27億52百万円を当連結会計年度に特別損失として計上いたしました。 

  

② 人員の適正化 

人員の適正化によるスリム化と効率化を実現するために希望退職制度を実施し、グループ全体で889人の削減

を図りました。その費用として63億70百万円を当連結会計年度に特別損失として計上いたしました。 

なお、上記の退職者889人には、決算期末後の退職者684人を含んでおります。 

  

③ 貢献度重視人事制度の導入 

本社従業員を対象に「貢献度重視人事制度」を導入し、個人業績(成果)ならびに貢献行動による評価結果に

見合った処遇を行ってまいります。 

  

④ 販売・サービス拠点の統廃合の推進 

欧州子会社の再編成を行い、先進市場は統合的発想のなかで一つにまとめ、ロシア、東欧などを重点地域と

して営業力の強化を図っております。その一環として、ヨーロッパ地域の物流拠点としてオランダに設立して

いた物流センターの機能をノーリツ・ドイツに移管しました。 

中国につきましては、昨年７月に生産効率面から生産方式を変更し、合わせて中国における販売拠点の統廃

合も進めました。また北米をはじめその他海外各地域につきましても、積極的に組織の再編成を進めました。

更に、日本国内では、営業所・事務所の統廃合を実施し、また写真機器等の販売子会社では店舗の閉鎖等の事

業の再構築を進めております。 

  

⑤ 資産(土地・建物等)の売却ならびに有効活用 

当社(個別)所有の不動産について、「持たざる経営」の観点から、遊休資産を中心に本社施設の一部を含め

て売却ならびに有効活用を積極的に進めております。また、北米子会社及び欧州子会社においても自社所有の

営業施設等について売却を進めております。 

  



⑥ 経営責任 

予想以上の急激な環境変化に伴い、希望退職制度の実施など劇的な構造改革を実施したことにより、当連結

会計年度の業績は大幅な当期純損失となりました。これらに対する経営責任として取締役報酬の減額を行いま

した。 

  

以上により、特別損益では、厚生年金基金の代行返上益28億67百万円と役員退職慰労引当金戻入額７億48百万

円を特別利益に計上したものの、前述のたな卸資産の健全化及び人員の適正化に係る構造改革費用として91億22

百万円を特別損失に計上しており、また、遊休土地の減損損失として９億65百万円、写真機器等の販売事業を営

む国内子会社の収益性悪化に伴い事業資産(店舗)の減損損失として11億15百万円を特別損失に計上しました。 

その結果、税金等調整前当期純損失は、28億69百万円(前連結会計年度は税金等調整前当期純利益55億66百万

円)となりました。 

法人税等は、業績の悪化により繰延税金資産の取崩しが生じた結果大幅に増加し、当期純損失は73億18百万円

(前連結会計年度は当期純利益34億94百万円)となりました。 

  

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

① 日本 

売上高は393億39百万円と前連結会計年度と比較し、137億34百万円の減少となり、利益面では２億29百万円の

営業損失となりました。 

  

② 北米 

売上高は258億１百万円と前連結会計年度と比較し、35億43百万円の増加となり、営業利益は６億42百万円と前

連結会計年度と比較し、３億80百万円の増加となりました。 

  

③ ヨーロッパ 

売上高は133億46百万円と前連結会計年度と比較し、21億72百万円の減少となり、利益面では７億78百万円の営

業損失となりました。 

  

④ アジア・オセアニア 

売上高は92億79百万円と前連結会計年度と比較し、８億46百万円の減少となり、営業利益は５億63百万円と前

連結会計年度と比較し、２億59百万円の減少となりました。 

  

⑤ その他の地域 

売上高は53億91百万円と前連結会計年度と比較し、13億４百万円の増加となり、営業利益は10億11百万円と前

連結会計年度と比較し、１億35百万円の増加となりました。 
  

(注) 所在地別セグメントの業績の売上高にはセグメント間売上を含めております。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは79億11百万円の資金の流入(前年度は70億84百万円の流

入)となりました。この主な要因は、生産調整による仕入債務の減少59億30百万円(同25億97百万円の減少)、税金

等調整前当期純損失28億69百万円(同55億66百万円の利益)、厚生年金基金の代行部分の返上認可による退職給付

引当金の減少23億31百万円(同１億94百万円の増加)、役員退職慰労金の支払い等による役員退職慰労引当金の減

少22億18百万円(同22百万円の減少)等による資金の流出がある一方、たな卸資産の圧縮によるたな卸資産の減少

86億80百万円(同４億39百万円の減少)、希望退職制度に伴う未払金の増加63億70百万円、減価償却費31億34百万

円(同35億17百万円)等による流出を上回る資金が流入したことによります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは設備投資及び投資有価証券投資により、それぞれ14億93百万円(前年度は

27億29百万円)及び22億29百万円(同13億28百万円)の資金が流出する一方、有価証券の満期償還による資金流入の

純増額25億円(同96百万円の流入)及び不動産等の売却による有形固定資産の売却収入６億61百万円(同１億18百万

円)等の結果、54百万円の資金の流入(同32億65百万円の流出)となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは配当金の支払い10億77百万円(前年度は10億85百万円)、自己株式の取得

12億９百万円により資金が流出した結果、23億３百万円の資金の流出(同16億86百万円の流出)となりました。 

  

以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は360億84百万円となり、前連結会計年度末残高と比

較して70億86百万円増加いたしました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

(注) １ 金額は標準的販売価格にて算出しております。 

２ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループのミニラボシステム機器は、計画生産方式を採用しており、大型ラボ機器(省力機器は含まず)は受

注生産方式を採用しております。大型ラボ機器につきましては、少量のため記載を省略しております。 

  

(3) 販売実績 

  

(注) １ 前連結会計年度及び当連結会計年度において総販売実績に対する割合が10％を超える相手先はありません。 

２ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 前期比 

(％) 

金額(百万円) 構成比(％)

ミニラボシステム機器 31,044 76.4 △15.6 

オプション及び補修用部品 8,478 20.9 △22.2 

その他 1,116 2.7 △17.0 

合計 40,639 100.0 △17.1 

区分 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 前期比 

(％) 

金額(百万円) 構成比(％)

ミニラボシステム機器 48,413 70.1 △7.5

オプション及び補修用部品 11,158 16.1 △16.7

その他 9,506 13.8 18.2

合計 69,078 100.0 △6.4



３ 【対処すべき課題】 

当社グループを取り巻く市場環境につきましては、グローバルなデジタル化の進展が世界的規模で写真市場に大き

な変革をもたらしており、消費者の価値観に変化が見られ、写真に対するニーズが多様化してきております。一方、

銀塩フィルムの消費量は減少しているものの、デジタルカメラの使用機会の増加によりショット数は増加し、比例し

てデジタルプリントの出力機会が増加しております。 

当社としましては、こうした環境の変化に対応すべく、グループをあげてコスト削減、開発力強化、販売力強化等

に取り組み、基盤事業である写真関連事業を徹底的に追求し、業界トップ企業としての体制を築き上げるとともに、

新規事業も着実に育ててまいりたいと考えております。 

  

具体的には、以下のとおりであります。 

  

(写真関連事業) 

・新たな商材や周辺機器を積極的に提案し、消費者ニーズの活性化を図るとともに、ミニラボ店でのデジタルプリ

ントの出力環境を整備し、集客力の向上と店頭プリントの効率化支援を推進してまいります。 

・戦略的な営業体制を確立し、成長が期待されるBRICs市場における営業力強化など、地域戦略を積極的に実施する

ことで、デジタルミニラボのシェア拡大に取り組み業界トップ企業としての確実な基盤作りを推進してまいりま

す。 

・業務プロセスやバリューチェーンの改革などを通じて、コスト効率の抜本的改善を実施し、卓越した競争力の優

位性を発揮すると同時に、世界的規模でのフルデジタル化に対応する戦略製品の開発と製品ラインアップの拡充

に取り組んでまいります。 

・メンテナンスサービス事業を再構築し、事業の収益性を改善すると同時に、受託サービス業務を通じ、新たな販

売チャネルへの販路を拡大させてまいります。 

・ネットプリントやポートレート市場など写真関連事業における潜在市場を拡大するために、製品の開発やサービ

ス業務の拡充に取り組んでまいります。 

  

(新規事業) 

・ミニラボ事業で培った高付加価値製品を生み出す開発力や生産技術、グローバルに展開する販売やサービス網な

どの強みを活用し、事業のシナジー効果を最大限に発揮するイメージング事業の推進に取り組んでまいります。 

・事業の更なる飛躍を図るために、当社の強みである技術開発力、組み立て・生産、精密加工技術を生かしたもの

づくり事業の推進に取り組んでまいります。 

・新規事業を開拓するため経営資源の投入領域を医療及び環境関連事業などの成長分野に絞り、新たな事業ポート

フォリオの確立をめざし、事業の拡充により企業の持続的な成長に取り組んでまいります。 

  

これらを実践し、更なる事業の構造改革に努めることで、業績の早期回復を図るとともに、連結経営管理体制を強

化し、競争力と収益性の向上に努めてまいりたいと考えております。 

こうした基本戦略に基づき、当社はグローバル企業として、経営の成長性、収益性及び効率性の向上に取り組み、

売上高成長率、売上高経常利益率を指標とし、業績の拡大を目指してまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

(1) 当社の事業について 

当社は写真処理機器の専業メーカーであり、当社の主力製品であるミニラボの販売ターゲットとなる市場は、一

般消費者が撮影したデジタル画像の出力や銀塩フィルムを現像、焼付け処理する現像所(基幹ラボと呼ばれる規模の

もの)から小規模写真処理店(ミニラボ店)に至る範囲のいわゆる写真処理市場であります。従いまして、写真処理市

場は、一般消費者が撮影する写真(デジタル写真含む)の量、つまり、撮影量とそのプリント量に影響されます。 

近年、銀塩フィルムの消費が減少を続け、銀塩写真のプリント量が減少しております。一方、デジタルカメラの

急速な普及に伴い、デジタルプリントは着実に増加しております。このような環境は写真処理市場の設備投資に影

響を与え、それが当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

(2) 為替の影響について 

当社の連結売上高に占める海外売上高の割合は、平成14年３月期74.3％、平成15年３月期76.1％、平成16年３月

期85.5％、平成17年３月期84.0％、平成18年３月期87.4％と高い水準になっております。当社は、為替変動リスク

をヘッジするために為替予約及び通貨オプション取引を行っておりますが、為替変動が当社の業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

  

(注) 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) カントリーリスクについて 

当社は、世界に販路を拡大しており、現在では各国の現地法人20社などを通じて、180カ国以上に製品を供給して

おりますが、当社が事業活動をしている様々な市場における景気後退やそれに伴う需要の縮小、あるいは海外各国

における予期せぬ事故、法規制等の変更により、当社の業績は影響を受ける可能性があります。 

  

(4) 本社工場における集中生産について 

当社グループの製品は、主に本社工場において集中生産を行っております。その為、天災や人災等により工場設

備が著しい被害を受け、生産活動ができなくなる可能性も認識しております。当社グループでは、本社工場以外に

中国・上海とブラジル・マナウスに工場を有しており、製品を生産できる体制をとっております。また、本社工場

では部品製造の内製化率の見直しや部品の調達先及び外注先との関係強化により、新たなサプライチェーンの構築

を図ることで、本社工場での部品の製造が困難になった場合でも、調達により海外工場に部品を供給できる体制も

検討しております。 

  
第47期 第48期 第49期 第50期 第51期 

平成14年３月期 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期

日本 (％) 25.7 23.9 14.5 16.0 12.6 

北米 (％) 33.4 29.8 42.9 27.0 35.6 

ヨーロッパ (％) 17.7 18.2 17.9 21.0 18.9 

アジア・オセアニア (％) 15.5 19.7 16.4 23.8 20.8 

その他 (％) 7.7 8.4 8.3 12.2 12.1 

海外全体 (％) 74.3 76.1 85.5 84.0 87.4 

合計 (％) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

連結売上高 (百万円) 66,627 78,602 90,734 73,808 69,078 



(5) イーストマンコダック社との取引について 

当社は、長年にわたりイーストマンコダック社と世界的規模での技術開発及び販売面において、緊密な協調体制

を築いてまいりました。更に当社は、平成14年９月に同社との間で、共同開発契約並びに全世界供給契約を締結い

たしました。当社の連結売上高に占める同社グループ向けの売上高割合は、平成14年３月期21.9％、平成15年３月

期26.9％、平成16年３月期44.7％、平成17年３月期30.7％、平成18年３月期15.1％となっております。また、平成

16年３月期の売上高割合が急激に増加しておりますのは、前述の全世界供給契約の販売効果によるものであり、同

社のミニラボの設備投資動向や購買政策等により、当社の業績は影響を受ける可能性があります。なお、当該契約

につきましては本年９月をもって終結します。 

  

(6) 過去の業績変動について 

第47期(平成14年３月期)連結業績は、売上高はほぼ横這いとなったものの、販売価格競争の激化や初期のデジタ

ルミニラボの原価率が高かったことによる売上原価率の上昇、北米子会社のサービス支援体制強化による費用の増

加、及び米国の大手流通業の店舗に設置した製品にかかるファイナンスリース未収金の引当処理をしたことによる

販売費及び一般管理費の増加により、営業利益は大幅に減少いたしました。 

第48期(平成15年３月期)連結業績は、主力製品がデジタルミニラボに替わり、販売が好調に推移したことによる

売上高の増加と売上原価率の改善により、営業利益、経常利益、当期純利益とも、前期を大きく上回ることができ

ました。 

また、第47期(平成14年３月期)及び第48期(平成15年３月期)連結業績(経常利益及び当期純利益)が単体を下回っ

ておりますのは、第47期は海外子会社の業績不振によるもので、第48期は子会社との取引にかかる未実現利益の増

加と海外子会社における為替差損の発生によるものであります。 

第49期(平成16年３月期)連結業績は、北米において、イーストマンコダック社との全世界供給契約による販売効

果に特需的な要因も加わり、海外売上高が大幅に増収となり、販売費及び一般管理費は増加したものの、継続的な

コストダウン活動の実施と操業度の向上等により、営業利益、経常利益、当期純利益とも、大幅に増加いたしまし

た。 

第50期(平成17年３月期)連結業績は、北米では特需効果がなくなった影響が非常に大きく、海外売上高が大幅に

減少し、中古アナログ製品の在庫の廃棄及び製品評価減を積極的に実施したことなどから、営業利益、経常利益、

当期純利益とも、大幅に減少いたしました。 

  



第51期(平成18年３月期)連結業績につきましては、「１ 業績等の概要」の「(1) 業績」に記載のとおりであり

ます。 
  

(注) 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(7) 関連当事者との取引について 

当連結会計年度における関連当事者との取引につきましては、「第５ 経理の状況」の「関連当事者との取引」

に記載のとおりであります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) コニカミノルタフォトイメージング株式会社からのサービスメンテナンス業務の受託 

当社は、コニカミノルタフォトイメージング株式会社との間で、コニカミノルタブランドのミニラボ及び周辺機

器のサービスメンテナンス業務を受託することで、平成18年２月17日に業務委託契約を締結いたしました。これに

より当社は平成18年４月１日から順次各国地域ごとに当該業務を開始しております。 

(2) 富士写真フイルム株式会社との製品開発及びアフターサービスに関する提携 

当社は、富士写真フイルム株式会社との間で、銀塩フィルムからの高画質プリントに加え、デジタルカメラで撮

影した画像を簡単・高画質にプリントする「お店プリント」のサービスを充実させ、その需要拡大を図るため、フ

ォトフィニッシングの分野においてデジタルミニラボの製品開発、アフターサービスに関してグローバルに提携し

ていくことで、平成18年３月13日に基本合意書を締結いたしました。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、当社において行っております。 

当社は創業以来、「顧客最優先の開発経営」を経営理念とし、１枚の写真に込められた人々の想いに応えるため、

常に顧客のニーズにそった研究開発活動に注力し、トータルイメージングの分野において映像に関するリーディング

テクノロジーの研究開発に取り組んでおります。 

当社グループの当連結会計年度の研究開発に係る総額は35億14百万円(当連結会計年度の総製造費用に計上した試験

研究費９億87百万円を含む)となっております。また、当連結会計年度末における研究開発活動に携わった人員は312

名となっております。 

  

研究開発内容については次のとおりであります。 

当社グループは、“創造、挑戦、協創”の３つの指針に基づき、先進的な新製品の開発を行い、ミニラボシステム

機器のラインナップを充実させております。 

  
第47期 第48期 第49期 第50期 第51期 

平成14年３月期 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期

連結 

売上高 (百万円) 66,627 78,602 90,734 73,808 69,078

営業利益 (百万円) 2,715 9,057 14,044 4,955 4,099

経常利益 (百万円) 2,952 8,231 13,741 5,506 4,983

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 1,503 3,861 8,323 3,494 △7,318

単体 

売上高 (百万円) 48,315 58,528 63,697 51,463 37,782

営業利益又は 
営業損失(△) 

(百万円) 4,366 8,697 8,180 2,754 △258

経常利益 (百万円) 5,836 8,849 8,345 3,840 710

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 3,439 4,283 5,117 2,618 △8,640



当連結会計年度において当社グループは、下記新製品を開発し、発売を開始いたしました。 

「オーダーコントローラーソフトウェア」 

「QSS-3412 Digital/3412SA Digital」 

  

また、下記の製品をPMA2006で発表し、発売に向けて開発を進めております。 

  

「IP-64」 …………………………… 超小型熱昇華型プリンタ 

「QSS-33SDシリーズ」……………… 従来のQSS-33 Digitalをベースにした廉価版モデル 

「QSS-3102-2/3112-2 Digital」 … フィルム、デジカメプリントの能力ともに約2470枚/時(幅

127mm×89mm)の高能力機 

「QSS-3411 Digital」……………… フィルム、デジカメプリントの能力ともに約2100枚/時(幅

127mm×89mm)の高能力機 

「QSS-3300i」 ……………………… QSS-3300をベースに、露光装置に低コストで高品位のiBeamエ

ンジンを採用したプリンタ 

「QSS-32SDシリーズ」……………… 従来のQSS-32 Digitalをベースにした廉価版モデル 

            ………… プリント注文を一括管理し、プリントの生産性を上げるソフ

トウェア 

            ………… イーストマンコダック社の迅速ケミカル処理仕様を採用し、

フィルム、デジカメプリントの能力ともに約2500枚/時(幅

127mm×89mm)の高能力機 

「CT-SL」 …………………………… CT-2MDをベースにお求めやすい価格を実現したデジカメプリ

ントの店頭受付機 

「DP-100」…………………………… １パスラミネート処理(オプション)を実現したインクジェッ

トプリンタ 

長尺プリント(305×914mm)も可能 

「QSS-35シリーズ」………………… 大手チェーン店向けの超小型で低コストなデジタルミニラボ 

富士写真フイルム社製迅速ケミカル仕様にも対応 

「QSF-T15/S1-Ⅱ連結ユニット」 … QSF-T15からS1-Ⅱへの自動フィルム挿入ユニット 

お店の省力化が可能 

「EZ-Lab」…………………………… マルチ入力、マルチ出力の機器構成の中で、注文データの管

理やプリント先の振り分けを行うソフトウェア 

「LPS-24PRO」 ……………………… 622mm幅ペーパーの処理が可能なネットワークプリンタ 

最大2,540mm送り(オプション)まで対応 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態 

当連結会計年度末の総資産は1,204億39百万円と前連結会計年度末と比較して83億51百万円減少しました。この主

な内訳は流動資産が前連結会計年度末と比較して40億53百万円減少し、固定資産が42億98百万円減少したことによ

るものです。 

流動資産減少の主な要因は、在庫圧縮及びアナログ製品を中心とした中古機や部品などの過剰在庫の処理を行っ

たことによりたな卸資産が前連結会計年度末と比較して73億23百万円減少したこと、及び業績低迷による繰延税金

資産の取崩しにより繰延税金資産が前連結会計年度末と比較して19億８百万円減少したこと等によるものです。一

方、現金及び預金はたな卸資産の圧縮等により前連結会計年度末と比較して70億86百万円増加しています。 

固定資産減少の主な要因は、写真機器等販売事業の業績低迷と土地時価の下落に伴い写真機器等販売事業の事業

資産及び未利用の土地に対して減損損失を計上したこと並びに当期の総設備投資額を抑えたことにより有形固定資

産が前連結会計年度末と比較して36億73百万円減少いたしました。また、繰延税金資産の取崩しにより繰延税金資

産が前連結会計年度末と比較して17億81百万円減少しています。一方、投資有価証券は政策投資株式の期末時価の

上昇に伴い評価益が増加したこと等により前連結会計年度末と比較して13億13百万円増加いたしました。 

負債の部は、252億81百万円と前連結会計年度と比較して21億４百万円減少いたしました。これは希望退職制度に

伴う退職特別加算金等の計上により未払金が前連結会計年度末と比較して61億58百万円増加する一方、主としてた

な卸資産の圧縮と売上高の減少に対応した生産調整等により支払手形及び買掛金が58億85百万円、厚生年金基金の

代行部分の返上認可により退職給付引当金が23億31百万円、役員退職慰労金の支払い等により役員退職慰労引当金

が22億18百万円それぞれ前連結会計年度末と比較して減少したことによるものです。 

資本の部は、951億57百万円と前連結会計年度末と比較して62億46百万円減少いたしました。主な減少は、当期純

損失73億18百万円、配当金の支払い10億77百万円及び自己株式の追加取得12億９百万円によるもので、主な増加

は、前連結会計年度末と比較して外国通貨が円安となったことにより為替換算調整勘定が26億96百万円改善したこ

とによるものです。 

以上の結果、資本の部は当期純損失の計上等により減少いたしましたが、たな卸資産の圧縮、減損損失の計上等

の総資産圧縮に努めた結果、当連結会計年度末の株主資本比率は79.0％となり前連結会計年度末と比較して0.3ポイ

ント上昇いたしました。 

  

(2) 経営成績 

売上高は、北米及び中南米での販売が増加したものの、日本国内、アジア及びヨーロッパでの販売が落ち込んだ

ことなどから、690億78百万円(前期比6.4％減)となりました。 

売上原価は356億80百万円(前期比4.1％減)となりましたが、価格競争の影響による販売価格の低下などにより、

売上原価率は前連結会計年度の50.4％から1.3ポイント上昇し51.7％となりました。 

販売費及び一般管理費は、売上高の減少とコスト削減活動により、総額では前連結会計年度に比べ23億47百万円

減少し、292億98百万円(前期比7.4％減)となりましたが、販売費及び一般管理費比率の大幅な改善には至りません

でした。 

営業利益は、売上高の減少及び売上原価率の上昇により、40億99百万円(前期比17.3％減)となりました。 

経常利益は、営業外収益で受取利息４億41百万円と、為替差益２億89百万円を計上したことなどにより、49億83

百万円(前期比9.5％減)となりました。 

また、厚生年金基金の代行返上益28億67百万円と役員退職慰労引当金戻入額７億48百万円を特別利益に計上した

ものの、前述のたな卸資産の健全化及び人員の適正化に係る構造改革費用として91億22百万円を特別損失に計上

し、遊休土地の減損損失として９億65百万円、写真機器等の販売事業を営む国内子会社の収益性悪化に伴い事業資

産(店舗)の減損損失として11億15百万円を特別損失に計上しました。 

その結果、税金等調整前当期純損失は、28億69百万円(前連結会計年度は税金等調整前当期純利益55億66百万円)

となりました。 

法人税等は、業績の悪化により繰延税金資産の取崩しが生じた結果大幅に増加し、当期純損失は73億18百万円(前

連結会計年度は当期純利益34億94百万円)となりました。 

  

「第２ 事業の状況」の記載金額は、消費税等を含んでおりません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資の総投資額は23億57百万円となりました。これは、新製品に係る金型、レンタル事業用

のデジタルドライプリンタ、販売及びサービス部門におけるシステム更新のためのソフトウェアの投資等によるもの

であります。 

所要資金につきましては、自己資金を充当しております。 

「第３ 設備の状況」の記載金額は、消費税等を含んでおりません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 
  

  

(2) 国内子会社 
  

事業所名 
(所在地) 

事業の 
内容 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業

員数 
(人) 

建物及び

構築物 
機械装置

及び運搬具 
土地

(面積㎡) 
その他 合計 

本社及び本社工場 
(和歌山市) 

写真処理 
機器製造 

写真処理機器

生産設備 
8,821 1,390

9,351

(661,709)
2,141 21,704 

1,159

〔266〕

仙台営業所 
(仙台市若林区) 

写真処理 
機器販売 

販売設備 32 ―
30

(328)
73 136 

10

〔―〕

名古屋営業所 
(名古屋市西区) 

写真処理 
機器販売 

販売設備 83 ―
176

(484)
101 362 

22

〔―〕

大阪営業所 
(大阪市中央区) 

写真処理 
機器販売 

販売設備 42 ―
332

(358)
128 503 

39

〔―〕

福岡営業所 
(福岡市博多区) 

写真処理 
機器販売 

販売設備 30 ―
114

(468)
85 231 

17

〔―〕

その他     2,293 5
3,543

(45,332)
385 6,228 

201

〔4〕

合計     11,304 1,395
13,549

(708,681)
2,916 29,166 

1,448

〔270〕

事業所名 
(所在地) 

事業の 
内容 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業

員数 
(人) 

建物及び

構築物 
機械装置

及び運搬具 
土地

(面積㎡) 
その他 合計 

株式会社西本 
本社及び本店 
(和歌山市) 

写真機器等

販売 
販売設備 

[―]

―
―

[99]

99

(995)

[ 0]

1 
[100]

100 
40

〔5〕

株式会社西本 
中央店 
(和歌山市) 

写真機器等

販売 
販売設備 

[―]

―
―

[50]

50

(458)

― 
[50]

50 
9

〔3〕

株式会社西本 
スタジオアミ 
和歌山南館 
(和歌山市) 

写真機器等

販売 
販売設備 

[―]

―
―

[38]

38

(394)

[ 0]

0 
[38]

38 
6

〔7〕

株式会社西本 
松江店 
(和歌山市) 

写真機器等

販売 
販売設備 

[―]

―
―

[11]

11

(201)

― 
[11]

11 
1

〔2〕

株式会社西本 
岩出店 
(和歌山県 

岩出町) 

写真機器等

販売 
販売設備 

[―]

―
―

[21]

21

(272)

― 
[21]

21 
3

〔1〕

株式会社西本 関空店他 
写真機器等

販売 
販売設備 ― ― ― ― ― 

22

〔10〕

合計       
[―]

―
―

[221]

221

(2,322)

[ 0]

1 
[222]

222 
81

〔28〕



(3) 在外子会社 

  

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、建設仮勘定及び有形固定資産「その他」の合計であります。 
２ 国内子会社の帳簿価額の[ ]内は、提出会社より賃借している設備であり、内書きで表示しております。 
  なお、提出会社のその他及び合計には含めておりません。 
３ 現在休止中の主要な設備はありません。 
４ 上記の他、主要な賃借設備として以下のものがあります。 
  (3) 在外子会社 

  

  
５ 従業員数の〔 〕は臨時従業員を外書きしております。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の 
内容 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円)
従業 
員数 
(人) 

建物

及び 
構築物 

機械装置

及び 
運搬具 

土地

(面積㎡) 
その他 合計 

NORITSU 
AMERICA 
CORPORATION 

本社 
(アメリカ 
カリフォルニア州 
ブエナパーク市) 

写真処理 
機器販売 

販売設備 395 39
411

(43,387)
75 922 

233 
〔―〕

NORITSU 
AMERICA 
CORPORATION 

東部営業所 
(アメリカ 
ニュージャージー州 
フェアフィールド町) 

写真処理 
機器販売 

販売設備 76 ―
85

(5,382)
22 183 

83 
〔―〕

NORITSU 
AMERICA 
CORPORATION 

中西部営業所 
(アメリカ 
イリノイ州 
エルジン市) 

写真処理 
機器販売 

販売設備 71 2
89

(22,307)
15 178 

55 
〔―〕

NORITSU 
AMERICA 
CORPORATION 

南部営業所 
(アメリカ 
テキサス州 
ダラス市) 

写真処理 
機器販売 

販売設備 35 0
41

(3,706)
18 96 

69 
〔―〕

Noritsu Canada 
Ltd. 

本社 
(カナダ 
オンタリオ州 
ミセソガ市) 

写真処理 
機器販売 

販売設備 95 1
54

(5,342)
11 163 

55 
〔―〕

NORITSU(UK) 
LIMITED 

本社 
(イギリス 
ミルトンキーンズ市) 

写真処理 
機器販売 

販売設備 169 18
110

(6,111)
1 300 

48 
〔―〕

Noritsu 
(Deutschland) 
GmbH 

本社 
(ドイツ 
ウィリッヒ市) 

写真処理 
機器販売 

販売設備 119 146
16

(5,663)
19 303 

77 
〔―〕

NORITSU FRANCE 
E.U.R.L. 

本社 
(フランス 
リース市) 

写真処理 
機器販売 

販売設備 147 0
76

(13,000)
8 232 

30 
〔―〕

NORITSU (FAR 
EAST) LIMITED 

本社 
(香港) 

写真処理 
機器販売 

販売設備 55 25
106

(1,758)
1 188 

16 
〔―〕

NORITSU DO 
BRASIL LTDA. 

本社 
(ブラジル 
マナウス市) 

写真処理 
機器製造 
販売 

写真処理 
機器生産 
設備 

49 1
0

(7,525)
13 64 

24 
〔―〕

諾日士(上海) 
電子設備製造 
有限公司 

本社 
(中国 
上海市) 

写真処理 
機器製造 
販売 

写真処理 
機器生産 
設備 

526 24 ― 36 586 
93 
〔―〕

その他      59 136
11

(1,206)
111 319 

566 
〔―〕

合計      1,802 397
1,003

(115,387)
336 3,539 

1,349 
〔―〕

会社名 
事業所名
(所在地) 

事業の
内容 

設備の
内容 

従業
員数
(人)

土地面積 
(㎡) 

年間賃借料

NORITSU 
ITALIA S.r.l. 

本社 
(イタリア トリノ市) 

写真処理
機器販売 

販売設備
21

〔―〕
3,120 7百万円

NORITSU MEXICO, 
S.A.DE C.V. 

本社 
(メキシコ メキシコ市) 

写真処理
機器販売 

販売設備
30

〔―〕
877 4百万円



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

当社グループの当連結会計年度後１年間の設備投資計画は、26億82百万円であり、その所要資金については自己

資金を充当する予定であります。 

重要な設備の新設等の計画は以下のとおりであります。 

  

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

会社名 
事業所名 

所在地 事業の内容 設備の内容 

投資予定額
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
年月 完成後の

増加能力総額
(百万円) 

既支払額
(百万円) 

着手 完了 

提出会社 
本社工場 

和歌山市 
写真処理 
機器製造 

子会社基幹 
システム 

179 82 自己資金
平成17年
４月 

平成19年 
５月 

― 

本社基幹 
システム 

1,060 ― 自己資金
平成18年
５月 

平成19年
３月 

― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

(注) 「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

なお、平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されました。 

  

② 【発行済株式】 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

(注) 平成９年５月20日に、平成９年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、所有株式数を１株につ

き1.2株の割合をもって分割いたしました。 

  

(4) 【所有者別状況】 
平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式576,430株は、「個人その他」に5,764単元「単元未満株式の状況」に30株含まれております。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が34単元含まれております。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 36,190,872 36,190,872
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第一部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 36,190,872 36,190,872 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成９年５月20日 6,031,812 36,190,872 ― 7,025 ― 17,913

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 54 18 197 91 5 17,045 17,410 ―

所有株式数 
(単元) 

― 64,458 1,520 165,192 42,440 21 88,269 361,900 872

所有株式数 
の割合(％) 

― 17.81 0.42 45.64 11.73 0.01 24.39 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 上記大株主の西本貫一氏は、平成17年８月27日に逝去いたしましたが、平成18年３月31日現在名義書換未了であります。

２ 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成18年１月１日に株式会社東京三菱銀行と株式会社ＵＦＪ銀行が合併したものであり

ます。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

西本興産株式会社 和歌山市西高松１丁目３―１ 15,019 41.50

ゴールドマンサックス 
インターナショナル 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社東京支店) 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, 
U.K 
(東京都港区六本木６丁目10―１) 

1,471 4.07

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11―３ 1,221 3.38

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８―11 1,185 3.28

土 屋 佳 代 東京都港区南麻布 1,064 2.94

西 本 貫 一 和歌山市西高松 779 2.15

株式会社紀陽銀行 和歌山市本町１丁目35 755 2.09

コニカミノルタフォト 
イメージング株式会社 

東京都新宿区西新宿１丁目26―２ 677 1.87

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 676 1.87

ステートストリートバンク 
アンドトラストカンパニー 
505019 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室) 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX
518 IFSC DUBLIN, IRELAND 
(東京都中央区日本橋兜町６―７) 

642 1.78

計 ― 23,492 64.91



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,400株含まれております。 

なお、完全議決権株式の議決権の数には、同機構名義の株式に係る議決権の数34個が含まれておりません。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式30株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 576,400

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 35,613,600 356,102 同上 

単元未満株式 普通株式 872 ― 一単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 36,190,872 ― ― 

総株主の議決権 ― 356,102 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数(株) 

他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数の 
合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)      

ノーリツ鋼機株式会社 
和歌山市梅原 
579番地の１ 

576,400 ― 576,400 1.59

計 ― 576,400 ― 576,400 1.59



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 
  

  
イ 【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ロ 【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ハ 【取締役会決議による買受けの状況】 

平成18年３月31日現在 

  

ニ 【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はありません。 

  

ホ 【自己株式の保有状況】 

平成18年３月31日現在 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

【株式の種類】 普通株式 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成17年８月23日) 

600,000 1,260,000,000

前決議期間における取得自己株式 576,000 1,209,600,000

残存決議株式数及び価格の総額 24,000 50,400,000

未行使割合(％) 4.00 4.00

区分 株式数(株) 

保有自己株式 576,000



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する配当方針を重要施策のひとつと考えており、長期的な経営基盤の強化に努めるとともに、業

績に裏付けされた成果配分を安定的・継続的に行うことを経営の基本方針としております。 

当期におきましては、中間配当として１株当たり15円、期末配当として１株当たり15円とし、特別配当金20円を加

え、年間配当は１株当たり50円といたしました。 

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月10日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 2,440 3,486 4,650 4,250 2,615

最低(円) 1,377 2,190 3,100 2,020 1,938

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 2,115 2,080 2,405 2,385 2,390 2,615

最低(円) 1,938 1,941 2,075 2,155 2,100 2,130



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長 ＣＥＯ 佐 谷   勉 昭和14年12月14日生

昭和36年10月 和泉電気㈱入社 

25
  

昭和51年２月 当社入社 

昭和63年６月 ノーリツ産業㈱ 取締役社長(出

向) 

平成元年２月 当社取締役 

平成３年１月 生産本部長兼資材管理部長 

平成３年６月 生産本部長兼製造第一部長 

平成４年４月 生産本部長兼資材管理部長 

平成５年４月 財務部長 

平成７年６月 常務取締役 

平成12年４月 取締役副社長 

平成16年６月 中国市場開拓部・品質保証部 管

掌 

平成17年６月 代表取締役副社長 

平成17年６月 Ｃｏ-ＣＥＯ 

平成17年８月 代表取締役社長(現任) 

平成17年８月 ＣＥＯ(現任) 

代表取締役 
副社長 ＣＯＯ 喜 田 孝 幸 昭和25年11月24日生

昭和48年３月 当社入社 

4

平成９年４月 開発第三部長代理 

平成９年６月 取締役 

平成９年７月 研究開発本部長兼デジタルイメー

ジング部長 

平成13年12月 研究開発本部長 

平成15年６月 経営戦略室長 

平成16年６月 常務取締役 

平成16年６月 経営企画部長 

平成17年６月 専務取締役 

平成17年６月 ＣＯＯ(現任) 

平成17年11月 代表取締役副社長(現任) 

取締役 ＣＭＯ 三 原   勝 昭和31年７月28日生

昭和54年３月 当社入社 

1

平成15年６月 総務部長 

平成16年６月 執行役員総務部長兼情報システム

室長 

平成17年６月 取締役(現任) 

平成17年６月 ＣＦＯ兼安全保障貿易管理部ＧＭ 

平成18年６月 ＣＭＯ(現任) 

取締役 ＣＴＯ 岡 本 達 行 昭和35年１月26日生 

昭和57年３月 当社入社 

0

平成15年４月 製造第二部長代理 

平成16年６月 執行役員生産本部長 

平成17年６月 取締役(現任) 

平成17年６月 ＣＴＯ(現任) 

取締役 

ＣＦＯ兼 
業務管理 
本部長兼 
安全保障貿易 
管理部ＧＭ 

上 村 雄 一 昭和35年11月22日

昭和60年４月 ㈱大和銀行入行 

0

平成４年４月 同社人事部長代理 

平成12年４月 同社経営企画室主査 

平成13年４月 同社本店営業部次長 

平成14年５月 日本電産㈱入社人事部参事補 

平成14年９月 同社人事部次長 

平成17年２月 当社総務部上席主幹 

平成17年６月 当社執行役員業務管理本部長兼情

報システム室長 

平成17年９月 当社執行役員業務管理本部長 

平成18年６月 取締役(現任) 

平成18年６月 ＣＦＯ兼業務管理本部長兼安全保

障貿易管理部ＧＭ(現任) 



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 ――― 前 田 正 宏 昭和32年７月15日 

昭和56年３月 監査法人トーマツ入社 

0

昭和62年７月 デロイト・トウシュ・トーマツ 

サンフランシスコ事務所 

平成３年１月 公認会計士・税理士古本正事務所 

(現税理士法人トーマツ)へ移籍 

平成12年１月 公認会計士・税理士前田正宏事務

所開設 

平成12年２月 ㈱マース・タックスコンサルティ

ング代表取締役(現任) 

平成14年６月 ㈱ロプロ監査役(現任) 

平成16年４月 関西学院大学ロースクール教授

(現任) 

平成16年６月 当社監査役 

平成17年２月 ㈱リバイバルサポート代表取締役

(現任) 

平成17年６月 当社取締役(現任) 

常勤監査役 ――― 寺 尾 正 英 昭和18年６月14日生

昭和41年４月 ㈱三和銀行入行 

1

昭和53年10月 同社香港支店長代理 

昭和56年４月 同社国際金融部(東京)部長代理 

昭和57年４月 同社国際金融部(東京)調査役 

昭和58年４月 同社ロンドン支店次長 

昭和63年７月 三和ビジネスクレジットコーポレ

ーション(米国)副社長 

平成３年11月 スイス三和銀行社長 

平成５年５月 三和ビジネスクレジット(UK)リミ

テッド(英国)社長 

平成７年６月 ㈱三和銀行ニューヨーク支店上席

調査役 

平成10年６月 ㈱クリスタルへ転籍、常務取締役

海外事業統括本部長 

平成13年６月 当社常勤監査役(現任) 

監査役 ――― 紺 谷 宗 一 昭和28年４月14日生

昭和57年４月 弁護士登録 

―

昭和57年４月 御堂筋法律事務所入所(現任) 

平成元年８月 米国チュレーン大学ロースクール

修士課程入学 

平成２年８月 米国シアトルパーキンスクーイ法

律事務所入所 

平成３年８月 英国フィールドフィッシャーウォ

ーターハウス法律事務所入所 

平成５年６月 ベルギークリアリーゴッドリーブ

法律事務所入所 

平成15年６月 当社監査役(現任) 

監査役 ――― 中 村 純 一 昭和20年12月11日生 

昭和39年３月 当社入社 

4

平成３年６月 生産管理部長兼資材管理部長 

平成３年６月 取締役 

平成４年１月 製造第二部長 

平成５年４月 生産本部長兼製造第一部長兼製造

第二部長 

平成６年４月 生産本部長兼製造第一部長兼製造

第三部長 

平成７年４月 生産本部長兼製造第一部長 

平成10年４月 生産本部長 

平成16年６月 執行役員技術サービス部長 

平成17年６月 監査役(現任) 

計 38



(注) １ 取締役 前田正宏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 常勤監査役 寺尾正英及び監査役 紺谷宗一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 当社では、経営と業務執行の分離により、コーポレート・ガバナンスの強化および経営の効率化をより一層図るため、執

行役員制度を導入しております。 

  執行役員は次のとおりであります。 

  

役名 職名 氏名 

執行役員 ㈱西本 代表取締役社長 新谷 浩久 

執行役員 経営管理本部長兼財務部ＧＭ 大籠  清 

執行役員 技術サービス本部長 東  祥史 

執行役員 海外広域営業本部長 桑原 明彦 

執行役員 ビジネスサポート室長 田中 節夫 

執行役員 生産本部長 栗栖 満明 

執行役員 研究開発本部長兼開発第三部ＧＭ 山本 和宜 

執行役員 国内営業本部長 山田 伊佐於 

執行役員 米州事業統括本部長兼米州事業推進部ＧＭ 大島 正幸 

執行役員 欧亜事業統括本部長兼営業管理部ＧＭ 大槻 浩章 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(基本的な考え方) 

当社は、企業価値を高め、株主の皆様やお客様から評価される企業となり、企業の社会的責任を果たし、迅速

かつ適正な経営判断と競争力の強化を目指したコーポレート・ガバナンスに取り組んでおります。 

  

(施策の実施状況) 

当社は経営環境の変化に迅速に対応するために、タイムリーな意思決定が行える経営体制を構築しておりま

す。 

まず、経営上の重要案件の審議機関であり、取締役及び監査役で構成する「経営審議会」を適宜開催しており

ます。これにより、取締役会での迅速な意思決定が行えると同時に、取締役会決議が必要ではない案件の場合で

も、当該審議会において議論、検討し、取締役相互の情報の共有化と部門間の調整を図っております。 

また、当社は取締役会の経営監督機能を更に強化するために、独立性・中立性を持った外部の視点から、経営

の意思決定に参画していただくことを目的とした「社外取締役」を１名招聘いたしております。 

次に当社では平成16年６月から、経営と業務執行の分離により、コーポレート・ガバナンスの強化及び経営の

効率化を図るため、「執行役員制度」を導入しております。さらに、平成17年６月29日付けで「最高責任者制

度」を取り入れ、取締役の権限と責任を明確にし、経営の意思決定をより迅速に行うと同時に、より一層の経営

体制の強化と経営の効率化を推進しております。 

また、当社は経営の透明性を確保するため、取締役会の諮問機関として「指名委員会」を設置しております。

この「指名委員会」は取締役及び執行役員の候補者の選定並びに業績評価・報酬案を検討審議又は立案し取締役

会に上程する委員会であります。 

  

(内部統制とリスク管理体制) 

経営のチェック機能としましては、当社は「監査役制度」を採用しており、平成18年３月31日時点では、監査

役は３名(うち社外監査役２名)で構成されており、公正な経営監視体制の構築に努めております。同時に、監査

室(平成18年３月31日時点５名)を設置しており、随時必要な内部監査を実施しております。監査役と監査室は、

年間監査計画の説明、共同監査の実施、監査報告の共有などを通じて、相互の情報交換や意見交換を行うなど連

携を密にし、監査の質的向上を図っております。 

また、当社は企業に求められる社会的責任を果たしていくために、「コンプライアンス委員会」を設置してお

ります。これにより、コンプライアンスに対するきめ細やかな啓蒙活動を実施し、社内の対応体制を整えていく

とともに、法令・倫理綱領・社会規範などに基づく企業倫理の確立とリスク管理の推進を図っております。 

  

(会計監査) 

当社は、監査法人トーマツと商法監査及び証券取引法監査について監査契約を締結しております。監査役と会

計監査人である監査法人トーマツとの連携状況については、年間計画の説明を受け、次いで年度及び中間期の会

計監査結果について、詳細な報告と説明を受け、必要に応じ会計監査人の意見を求めることにより会計監査の状

況の把握に努めるとともに、相互の情報交換や意見交換を行うなど連携を密にし、監査の質的向上を図っており

ます。当社と同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員との間には、特別の利害関係はあり

ません。また、同監査法人は業務執行社員について当社の会計監査に一定期間を超えて関与することがないよう

に自主的措置をとっております。当社は、同監査契約に基づき報酬を支払っており、当期における業務を執行し

た公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は次のとおりであります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

  指定社員 業務執行社員：吉川郁夫、美馬和実 

監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士 ６名、会計士補 ９名 

  



(役員報酬等及び監査報酬等) 

当期における役員報酬等及び監査報酬等の内容は以下のとおりであります。 

・役員報酬等の内容 

１ 当社の取締役及び監査役に支払った報酬等 

(注) １ 当期末在籍人員は、取締役７名、監査役３名であります。 

(注) ２ 上の金額には、利益処分による役員賞与を含みます。 

  

２ 当期中の株主総会決議により支給した役員退職慰労金 

  

・監査報酬等の内容 

当社の会計監査人である監査法人トーマツに対する報酬等の金額 

うち、公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項の業務(監査証明業務)の対価と 

  

(社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係) 

現在当社では、社外取締役１名、社外監査役２名を選任しており、当社との間に人的関係、資本的関係又は取

引関係その他の利害関係はありません。 

  

以上述べたコーポレート・ガバナンス体制の概要図は次のとおりであります。 

  

取締役   12名 283百万円

監査役   ５名 31百万円

 計    17名 315百万円

取締役   ７名 1,430百万円

監査役   １名 13百万円

 計    ８名 1,444百万円

当社が支払うべき報酬等の合計額 46百万円  

して当社が支払うべき報酬の合計額 33百万円  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監

査法人トーマツにより監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金  28,997 36,084  

 ２ 受取手形及び売掛金  12,113 11,067  

 ３ 有価証券  4,808 4,100  

 ４ たな卸資産  24,711 17,387  

 ５ 繰延税金資産  4,674 2,765  

 ６ その他  4,384 4,209  

 ７ 貸倒引当金  △600 △578  

   流動資産合計  79,089 61.4 75,035 62.3

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

  (1) 建物及び構築物 33,883 33,797    

  (2) 機械装置及び運搬具 9,688 9,048    

  (3) 土地 16,676 14,774    

  (4) 建設仮勘定 85 23    

  (5) その他 20,888 81,221 21,557 79,200  

  (6) 減価償却累計額  44,620 46,272  

   有形固定資産合計  36,601 28.4 32,928 27.3

 ２ 無形固定資産  1,207 1.0 1,153 1.0

 ３ 投資その他の資産     

  (1) 投資有価証券  5,946 7,259  

  (2) 長期貸付金  220 177  

  (3) 前払年金費用  ― 119  

  (4) 繰延税金資産  1,883 101  

  (5) その他  4,310 3,748  

  (6) 貸倒引当金  △469 △85  

   投資その他の資産合計  11,892 9.2 11,321 9.4

   固定資産合計  49,701 38.6 45,403 37.7

   資産合計  128,790 100.0 120,439 100.0

      



  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金  15,240 9,355  

２ 短期借入金  55 50  

３ 未払金  ― 7,362  

４ 未払法人税等  168 181  

５ 繰延税金負債  6 8  

６ 賞与引当金  1,136 679  

７ 債務保証引当金  189 187  

８ その他  5,514 5,995  

流動負債合計  22,311 17.3 23,820 19.8

Ⅱ 固定負債     

１ 繰延税金負債  217 834  

２ 退職給付引当金  2,353 21  

３ 役員退職慰労引当金  2,407 188  

４ その他  97 417  

固定負債合計  5,075 4.0 1,461 1.2

負債合計  27,386 21.3 25,281 21.0

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※２  7,025 5.5 7,025 5.8

Ⅱ 資本剰余金  17,913 13.9 17,913 14.9

Ⅲ 利益剰余金  77,970 60.5 69,527 57.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金  423 0.3 1,132 1.0

Ⅴ 為替換算調整勘定  △1,927 △1.5 769 0.6

Ⅵ 自己株式 ※３  △1 △0.0 △1,210 △1.0

資本合計  101,404 78.7 95,157 79.0

負債及び資本合計  128,790 100.0 120,439 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  73,808 100.0 69,078 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１  37,207 50.4 35,680 51.7

   売上総利益  36,600 49.6 33,397 48.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  31,645 42.8 29,298 42.4

   営業利益  4,955 6.8 4,099 5.9

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息 329 441    

 ２ 受取配当金 60 16    

 ３ 有価証券売却益 ― 4    

 ４ 為替差益 48 289    

 ５ その他 333 772 1.0 359 1,110 1.6

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息 20 9    

 ２ 有価証券売却損 0 ―    

 ３ 貸倒引当金繰入額 0 ―    

 ４ 売上割引 ― 58    

 ５ デリバティブ評価損 131 ―    

 ６ その他 68 221 0.3 158 226 0.3

   経常利益  5,506 7.5 4,983 7.2

Ⅵ 特別利益     

 １ 固定資産売却益 ※３ 78 278    

 ２ 貸倒引当金戻入額 243 184    

 ３ 債務保証引当金戻入額 129 6    

 ４ 厚生年金基金代行返上益 ― 2,867    

 ５ 役員退職慰労引当金 
   戻入額 

― 748    

 ６ その他 ― 450 0.6 0 4,084 5.9

Ⅶ 特別損失     

 １ 固定資産除売却損 ※４ 129 635    

 ２ 投資有価証券評価損 261 ―    

 ３ 希望退職制度に伴う損失 ※５ ― 6,370    

 ４ 減損損失 ※６ ― 2,081    

 ５ たな卸資産廃棄 
   及び評価損 

― 2,752    

 ６ その他 ― 391 0.6 97 11,937 17.3

   税金等調整前当期純利益 
   又は税金等調整前 
   当期純損失(△) 

 5,566 7.5 △2,869 △4.2

   法人税、住民税 
   及び事業税 

1,853 632    

   法人税等調整額 218 2,072 2.8 3,815 4,448 6.4

   当期純利益又は 
   当期純損失(△) 

 3,494 4.7 △7,318 △10.6

       



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 17,913 17,913

Ⅱ 資本剰余金期末残高 17,913 17,913

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 75,628 77,970

Ⅱ 利益剰余金増加高  

   当期純利益 3,494 3,494 ― ―

Ⅲ 利益剰余金減少高  

 １ 当期純損失 ― 7,318  

 ２ 配当金 1,085 1,077  

 ３ 役員賞与 66 1,152 47 8,443

Ⅳ 利益剰余金期末残高 77,970 69,527

    



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
   税金等調整前当期純損益(損失：△)  5,566 △2,869 
   減価償却費  3,517 3,134 
   減損損失  ― 2,081 
   貸倒引当金の減少額  △89 △483 
   賞与引当金の増減額(減少：△)  1 △457 
   債務保証引当金の減少額  △198 △11 
   退職給付引当金の増減額(減少：△)  194 △2,331 
   前払年金費用の増加額  ― △119 
   役員退職慰労引当金の減少額  △22 △2,218 
   受取利息及び受取配当金  △390 △457 
   支払利息  20 9 
   為替差益  △189 △1,388 
   投資有価証券評価損  261 ― 
   有形固定資産除売却損  51 357 
   売上債権の減少額  2,272 2,409 
   たな卸資産の減少額  439 8,680 
   仕入債務の減少額  △2,597 △5,930 
   希望退職制度に伴う未払金の増加額  ― 6,370 
   前受収益の増加額  ― 1,389 
   役員賞与の支払額  △66 △47 
   その他  856 △105 
    小計  9,628 8,009 
   利息及び配当金の受取額  417 447 
   利息の支払額  △21 △9 
   法人税等の支払額  △2,940 △535 
   営業活動によるキャッシュ・フロー  7,084 7,911 
     
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
   定期預金の預入による支出  △10,242 △5,589 
   定期預金の払戻による収入  11,813 5,794 
   有価証券の取得による支出  △3,109 △2,201 
   有価証券の償還等による収入  3,205 4,702 
   信託受益権等の購入による支出  △3,251 △3,000 
   信託受益権等の償還による収入  3,000 3,251 
   有形固定資産の取得による支出  △2,729 △1,493 
   有形固定資産の売却による収入  118 661 
   投資有価証券の取得による支出  △1,328 △2,229 
   投資有価証券の売却による収入  ― 300 
   貸付けによる支出  △227 △85 
   貸付金の回収による収入  27 99 
   その他  △541 △154 
   投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,265 54 
     
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
   短期借入れによる収入  2,265 351 
   短期借入金の返済による支出  △2,855 △356 

   ファイナンス・リース債務の返済による 
   支出 

 △10 △11 

   配当金の支払による支出  △1,085 △1,077 
   自己株式の取得による支出  △0 △1,209 
   財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,686 △2,303 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  48 1,423 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  2,180 7,086 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  26,816 28,997 
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 28,997 36,084 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

全ての子会社(国内子会社１社及び在外子会社22社)

を連結の対象としております。 

連結子会社名は「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の

状況」に記載しているため省略しております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

全ての子会社(国内子会社１社及び在外子会社21社)

を連結の対象としております。 

連結子会社名は「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の

状況」に記載しているため省略しております。 

な お、NORITSU  EUROPEAN  DISTRIBUTION  CENTER 

B.V.は平成17年11月14日に解散登記を行い、現在、

清算の手続き中であります。 

また、NORITSU (CHINA) LIMITEDは清算いたしまし

た。 

２ 持分法の適用に関する事項 

該当する会社はありません。 

なお、前連結会計年度まで関連会社であった㈱佐武

商会は、平成17年２月２日開催の臨時株主総会にお

いて解散の決議を行い、現在、清算の手続き中であ

ります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社は、関連会社の㈱日本環境開発であ

ります。 

なお、関連会社の㈱日本環境開発は、新たに株式を

取得したことにより、当連結会計年度より持分法適

用会社に含めております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、NORITSU (UK) LIMITED 等20社

の決算日は12月 31日であり、NORITSU  AMERICA 

CORPORATION 等２社の決算日は１月31日でありま

す。 

連結財務諸表の作成に当たっては同日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、NORITSU (UK) LIMITED 等19社

の決算日は12月 31日であり、NORITSU  AMERICA 

CORPORATION 等２社の決算日は１月31日でありま

す。 

連結財務諸表の作成に当たっては同日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 ａ 資産の評価基準及び評価方法 

(イ)有価証券の評価基準及び評価方法 

当社及び国内連結子会社は、満期保有目的の債

券は償却原価法(定額法)、その他有価証券のう

ち、時価のあるものは決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は主として移動平均法により

算定)、時価のないものは移動平均法による原

価法によっております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 ａ 資産の評価基準及び評価方法 

(イ)有価証券の評価基準及び評価方法 

同左 

(ロ)デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

当社及び連結子会社は時価法によっておりま

す。 

(ロ)デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

同左 

(ハ)たな卸資産の評価基準及び評価方法 

当社は総平均法による原価法によっております

が、連結子会社は主として先入先出法による低

価法によっております。 

(ハ)たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 



  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 ｂ 減価償却資産の減価償却の方法 
(イ)有形固定資産 
当社は建物(建物附属設備を除く)については定
額法、その他の有形固定資産については定率法
を採用しておりますが、連結子会社は主として
定額法を採用しております。 
なお、主要な減価償却資産の耐用年数は次のと
おりであります。 
建物及び構築物 ……… 10年～50年
機械装置及び運搬具 ……… ３年～15年
その他(工具器具備品) ……… ２年～10年

ｂ 減価償却資産の減価償却の方法
(イ)有形固定資産 

同左 

(ロ)無形固定資産 
ソフトウェアについては、当社は社内利用可能
期間(３年から５年)に基づく定額法によってお
り、連結子会社は、主として定額法によってお
ります。 
その他の無形固定資産については定額法によっ
ております。 

(ロ)無形固定資産
同左 

 ｃ 引当金の計上基準 
(イ)貸倒引当金 
当社及び国内連結子会社は、債権等の貸倒れに
よる損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しており、在外連結子会社につい
ては主として個別債権の回収不能見込額を計上
しております。 

ｃ 引当金の計上基準
(イ)貸倒引当金 

同左 

(ロ)賞与引当金 
当社及び国内連結子会社は従業員に対する賞与
支給に充てるため、将来賞与支給見込額のうち
当連結会計年度に対応する部分を計上しており
ます。 

(ロ)賞与引当金
同左 

(ハ)債務保証引当金 
当社は当社製品を購入した顧客のリース契約に
関する債務保証に係る支出に重要性がないため
支出時の損失としておりますが、連結子会社５
社は決算日現在の保証債務額に過去の実績損失
発生率を乗じた額を引当金として計上しており
ます。 

(ハ)債務保証引当金
当社は当社製品を購入した顧客のリース契約に
関する債務保証に係る支出に重要性がないため
支出時の損失としておりますが、連結子会社６
社は決算日現在の保証債務額に過去の実績損失
発生率を乗じた額を引当金として計上しており
ます。 

(ニ)退職給付引当金 
当社及び国内連結子会社は、退職金制度を有し
ており、従業員の退職給付に備えるため、当連
結会計年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当連結会計年度末におい
て発生していると認められる額を計上しており
ます。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数(15年)による定率
法により処理することとしております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時
における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数(15年)による定率法により按分した額を
発生の翌連結会計年度から処理することとして
おります。 

(ニ)退職給付引当金
同左 

(追加情報) 
当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い厚生年金
基金の代行部分について、平成16年８月１日に厚生
労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けまし
た。 
当連結会計年度末日現在において測定された返還相
当額(最低責任準備金)は2,114百万円であり、当該
返還相当額(最低責任準備金)の支払が当連結会計年
度末日に行われたと仮定して「退職給付会計に関す
る実務指針(中間報告)」(日本公認会計士協会会計
制度委員会報告第13号)第44-2項を適用した場合に
生じる利益の見込額は2,869百万円であります。 

(追加情報)
当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い厚生年金
基金の代行部分について、平成17年９月１日に厚生
労働大臣から過去分返上の認可を受け、平成17年12
月15日に国に返還額(最低責任準備金)の納付を行っ
ております。 
当連結会計年度における損益に与えている影響額
は、特別利益として2,867百万円計上しておりま
す。 



  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(ホ)役員退職慰労引当金 
当社は役員に対する退職慰労金支給に充てるた
め、内規に基づく期末要支給額の100％相当額
を計上しておりますが、連結子会社は支出時の
費用として処理しております。 

(ホ)役員退職慰労引当金 
同左 

  なお、当社は平成17年６月29日開催の定時株主総会
終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止し、以
降の対応分については引当金計上を行っておりませ
ん。 

 ｄ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替
相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。 
なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日
の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び
費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算
差額は資本の部における為替換算調整勘定に含
めて計上しております。 

 ｄ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
同左 

 ｅ リース取引の処理方法 
当社はリース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっております。 
在外連結子会社の一部は、キャピタルリース契
約に基づいて使用する有形固定資産について、
リース会計を採用し有形固定資産に計上してお
ります。 

 ｅ リース取引の処理方法 
同左 

 ｆ ヘッジ会計の方法 
(イ)ヘッジ会計の方法 
当社及び在外連結子会社は、主として繰延ヘッ
ジ会計を採用しております。 

 ｆ ヘッジ会計の方法 
(イ)ヘッジ会計の方法 

同左 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象   

為替予約及び 
通貨オプション 

外貨建売上債権 

為替予約・通貨オプション
及び通貨スワップ 

外貨建予定取引 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 
同左 

(ハ)ヘッジ方針 
取締役会の承認を受けた職務権限及び取引限度
額を定めた内規に基づいて、外貨建債権に係る
将来の為替変動リスクをヘッジしております。 

(ハ)ヘッジ方針 
同左 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 
為替予約・通貨オプション及び通貨スワップに
ついては、契約内容により高い有効性が明らか
に認められる取引や実行可能性の極めて高い輸
出取引に係る取引であるため、有効性の判定は
省略しております。 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 
同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面
時価評価法を採用しております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 
連結調整勘定の償却については、５年間の定額法に
よる償却を行っております。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 
同左 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 
連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利
益金処分に基づき作成しております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 
同左 



  

  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、要求払預金及び容

易に換金可能であり、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から満期日までの期間が１

年未満の短期投資としております。 

なお、定期預金のうち１年未満のもので仕入債務の

支払いに充当するものについては現金同等物に含め

ております。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

９ 消費税等の会計処理に関する事項 

税抜方式によっております。 

９ 消費税等の会計処理に関する事項 

同左 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用しておりま

す。これにより税金等調整前当期純損失は、2,081百万

円増加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― (連結貸借対照表) 

未払金は負債及び資本の合計額の100分の５を超えるこ

ととなったため独立掲記いたしました。 

なお、前連結会計年度の流動負債の「その他」に含まれ

ている未払金は1,203百万円であります。 

    

(連結損益計算書) 

デリバティブ評価損は営業外費用の合計額の100分の10

を超えることとなったため独立掲記いたしました。 

なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」に含ま

れているデリバティブ評価損はありません。 

――― 

    

――― (連結損益計算書) 

売上割引は営業外費用の総額の100分の10を超えること

となったため独立掲記いたしました。 

なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」に含ま

れている売上割引は18百万円であります。 

    

――― (連結キャッシュ・フロー計算書) 

前受収益の増加額は重要性が増加したため独立掲記いた

しました。 

なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含まれている前受収益の減少額は１

百万円であります。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

 １ 偶発債務 

(1) リース利用により当社製品を購入した顧客のリ

ース契約に関する債務保証残高は、以下のとお

りであります。 

Banc of America Vendor 
Finance, Inc. 

6,739百万円

akf bank GmbH & Co. 1,286 

akf leasing GmbH & Co. 981 

㈱日本ビジネスリース 894 

UFJ Bank Canada 812 

Capital Bank Plc 760 

三井住友銀リース㈱ 430 

Safra Leasing S.A. 
Arrendamento Mercantil 

276 

Deutsche Leasing Polska
S.A. 

204 

Unibanco Leasing 
Arrendamento Mercantil S/A 

170 

Deutsche Leasing Hungaria  
Kft. 

141 

CAC Leasing a.s. 119 

その他(18社) 558 

合計 13,377 

 １ 偶発債務 

(1) リース利用により当社製品を購入した顧客のリ

ース契約に関する債務保証残高は、以下のとお

りであります。 

Banc of America Vendor 
Finance, Inc. 

5,643百万円

akf bank GmbH & Co. 1,463 

akf leasing GmbH & Co. 969 

Bank of Tokyo Mitsubishi - 
UFJ Canada 

909 

㈱日本ビジネスリース 640 

Capital Bank Plc 559 

三井住友銀リース㈱ 406 

Safra Leasing S.A.
Arrendamento Mercantil 

307 

Deutsche Leasing Polska
S.A. 

232 

Unibanco Leasing
Arrendamento Mercantil S/A 

167 

環宇租賃 156 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 152 

Deutsche Leasing Hungaria  
Kft. 

125 

中国銀行 119 

CAC Leasing a.s. 117 

Tokyo Leasing (UK) Plc 113 

その他(17社) 372 

合計 12,459 

(2) 当社製品を購入したソウル支店の顧客の金融機

関借入に対する債務保証残高は、以下のとおり

であります。 

韓国第一銀行 377百万円

(2) 当社製品を購入したソウル支店の顧客の金融機

関借入に対する債務保証残高は、以下のとおり

であります。 

韓国第一銀行 465百万円

韓国ＣＩＴＩ銀行 122 

合計 588 

(3)         ――― (3) 当社グループの店舗出店に関連して建物を所有

する事業体の金融機関等からの借入金384百万

円に連帯保証を行っております。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式36,190,872株

であります。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式36,190,872株

であります。 

※３ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式

430株であります。 

※３ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式

576,430株であります。 



(連結損益計算書関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は4,573百万円であります。 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は3,514百万円であります。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

荷造運送費 2,289百万円

広告宣伝費 1,590 

製品保証費 1,010 

貸倒引当金繰入額 431 

債務保証引当金繰入額 20 

給料・賞与 9,609 

賞与引当金繰入額 548 

退職給付費用 356 

役員退職慰労引当金繰入額 49 

福利厚生費 1,219 

通信・旅費交通費 1,778 

研究開発費 2,699 

減価償却費 1,545 

賃借料 1,226 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

荷造運送費 1,933百万円

広告宣伝費 1,319 

製品保証費 483 

貸倒引当金繰入額 40 

債務保証引当金繰入額 10 

給料・賞与 9,666 

賞与引当金繰入額 327 

退職給付費用 298 

福利厚生費 1,762 

通信・旅費交通費 1,676 

研究開発費 2,526 

減価償却費 1,515 

賃借料 1,277 

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

機械装置及び運搬具 15百万円

その他(工具器具備品) 5 

土地 57 

合計 78 

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 49百万円

機械装置及び運搬具 16 

土地 209 

その他(工具器具備品) 2 

合計 278 

※４ 固定資産除売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

   (除却損) 

   (売却損) 

建物及び構築物 4百万円

機械装置及び運搬具 32 

その他(工具器具備品) 55 

無形固定資産 3 

合計 96 

    

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 1 

その他(工具器具備品) 8 

建設仮勘定 20 

無形固定資産 1 

合計 33 

※４ 固定資産除売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

   (除却損) 

   (売却損) 

建物及び構築物 132百万円

機械装置及び運搬具 75 

その他(工具器具備品) 106 

建設仮勘定 23 

無形固定資産 26 

合計 365 

  

機械装置及び運搬具 257百万円

その他(工具器具備品) 13 

合計 270 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※５         ――― ※５ 希望退職制度に伴う損失 

   希望退職制度に伴う損失の内訳は、次のとおりで

あります。 

   なお、大量退職に伴う退職給付制度の一部終了損

失の内訳は、次のとおりであります。 

退職特別加算金 5,531百万円

大量退職に伴う退職給付
制度の一部終了損失 

432 

再就職支援費用 292 

その他 113 

退職給付債務の増加額 473百万円

数理計算上の差異償却額 130 

過去勤務債務償却額 △171 

※６         ――― ※６ 減損損失 

   当社グループは、当連結会計年度において以下の

資産につき減損損失を計上しました。 

   当社及び連結子会社は、継続的に収支の把握を行

っている管理会計上の区分である事業単位を一つ

のグルーピング単位としております。遊休資産に

ついては各資産をグルーピングの単位としており

ます。 

   写真機器等販売事業は、デジタルカメラの普及に

よる家電量販店への需要シフト及びプリント量の

減少などによって業績が低迷しており、また、事

業用店舗の土地時価が下落しているため、同事業

にかかる資産グループの帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損

失に計上しました。なお、回収可能価額は、正味

売却可能価額と使用価値を比較していずれか高い

金額としております。 

   土地及び建物については主として固定資産税評価

額に合理的な調整を加えて算定した金額を正味売

却可能価額としております。また、使用価値は将

来キャッシュ・フローを９％で割り引いて算定し

ております。 

   未利用の土地につきましては、将来の使用が見込

まれていないため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に

計上しました。なお、未利用土地の回収可能価額

は正味売却可能価額(不動産鑑定評価額)により測

定しております。 

場所 用途 種類 金額 
(百万円)

株式会社西本本店他店舗
(和歌山県及び大阪府) 

事業資産
(写真機器等販売)

土地、建物等 1,115

本社工場隣接土地
(和歌山市) 未利用 土地 965



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

  平成17年３月31日  

現金及び預金勘定 28,997百万円

現金及び預金勘定に含まれ
ている外貨建定期預金 

― 

現金及び現金同等物 28,997   
    

  平成18年３月31日  

現金及び預金勘定 36,084百万円

現金及び預金勘定に含まれ
ている外貨建定期預金 

― 

現金及び現金同等物 36,084   
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

201 105 96

その他(工具
器具備品) 

219 130 89

合計 421 235 185

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬具 

202 67 134 

その他(工具
器具備品) 

209 105 104 

合計 412 173 238 

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため「支払利子込み法」により算定しておりま

す。 

同左 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 91百万円

１年超 94 

合計 185 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 87百万円

１年超 151 

合計 238 

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、「支払利子込み法」によ

っております。 

同左 

 (3) 当期の支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 119百万円

減価償却費相当額 119 

 (3) 当期の支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 111百万円

減価償却費相当額 111 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引に係る注記 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 17百万円

１年超 19 

合計 37 

２ オペレーティング・リース取引に係る注記 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 10百万円

１年超 5 

合計 16 



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 
  

  
２ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

(注) 当連結会計年度において、有価証券について261百万円(その他有価証券で時価のある株式239百万円、時価のない株式21百万

円)の減損処理を行っております。 
  
３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

  
４ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日) 

  

  
５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成17年３月31日) 

  

種類 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えるもの 

 (1) 社債 1,908 1,912 4

 (2) その他 700 701 0

小計 2,608 2,614 5

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの 

 (1) 社債 300 300 △0

 (2) その他 2,902 2,881 △20

小計 3,202 3,182 △20

合計 5,811 5,796 △15

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

 (1) 株式 1,065 1,786 720

 (2) その他 300 300 0

小計 1,366 2,087 720

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

 (1) 株式 0 0 ―

 (2) その他 401 390 △11

小計 401 390 △11

合計 1,767 2,477 709

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

4 ― 0 

  連結貸借対照表計上額(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券   
   コマーシャルペーパー 499 

(2) その他有価証券   
   非上場株式 1,966 

  １年以内(百万円) １年超５年以内(百万円) 

(1) 債券   
   社債 1,506 701 

   その他 2,202 1,400 
(2) その他 499 ― 

合計 4,209 2,102 



当連結会計年度 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

  

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

  

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成18年３月31日) 

  

  
次へ 

種類 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えるもの 

 (1) 社債 600 601 0

 (2) その他 400 402 1

小計 1,001 1,003 2

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの 

 (1) 社債 1,991 1,982 △8

 (2) その他 1,799 1,786 △13

小計 3,791 3,768 △22

合計 4,792 4,772 △20

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

 (1) 株式 1,365 3,282 1,917

 (2) その他 300 300 0

小計 1,665 3,583 1,917

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

   その他 501 482 △19

小計 501 482 △19

合計 2,167 4,065 1,898

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

0 0 ― 

  連結貸借対照表計上額(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券   
   コマーシャルペーパー 499 

(2) その他有価証券   
   非上場株式 1,714 

  １年以内(百万円) １年超５年以内(百万円) 

  債券   
   社債 1,203 1,389 
   その他 2,299 400 

合計 3,502 1,789 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) 取引の内容 

  為替予約 

  通貨オプション 

  通貨スワップ 

  金利スワップ 

(1) 取引の内容 

同左 

(2) 取引に関する取組方針 

取締役会の承認を受けた職務権限及び取引限度額を

定めた内規に基づき確定した金額の範囲内で為替変

動リスク、金利変動リスクをヘッジしております。 

(2) 取引に関する取組方針 

同左 

(3) 取引の利用目的 

在外連結子会社への外貨建貸付金の為替変動リスク

及び外貨建売上債権の為替変動リスクを主にヘッジ

するため為替予約、通貨オプション及び通貨スワッ

プを利用しており、資金運用時の金利変動リスクを

軽減するため金利スワップを利用しております。 

投機的取引は実施しない方針であり、契約内容によ

り高い有効性が明らかに認められる取引や実行可能

性の極めて高い輸出取引に係る取引であるため、有

効性の判定は省略しております。 

なお、連結会社間取引をヘッジ対象とするデリバテ

ィブ取引は、ヘッジ会計を適用しておりません。 

(3) 取引の利用目的 

同左 

(4) 取引に係るリスク 

為替予約、通貨オプション及び通貨スワップは為替

相場の変動によるリスクがあり、金利スワップは市

場金利の変動リスクを有しております。 

契約先は全て信用度の高い金融機関であり、契約先

の債務不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとん

どないと判断しております。 

(4) 取引に係るリスク 

同左 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

取引の実行及び管理は各社財務部門で行っており、

取引結果については取引の都度担当役員に報告して

おります。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

同左 

(6) 「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等 

「取引の時価等に関する事項」における契約額また

は想定元本は、この金額自体がデリバティブ取引に

係る市場リスク量を示すものではありません。 

(6) 「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等 

同左 



２ 取引の時価等に関する事項 

(1) 通貨関連 

  

  

区分 種類 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等の 
うち１年超 
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

契約額等
(百万円) 

契約額等の
うち１年超
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

市場取引以外
の取引 

為替予約取引       

 売建       

    USD 106 ― 106 △0 151 ― 151 △0

    EUR 556 ― 559 2 ― ― ― ―

    SGD 171 ― 174 2 175 ― 175 0

    BRL 285 ― 281 △4 125 ― 122 △3

    HKD 125 ― 129 4 20 ― 20 △0

    KRW 30 ― 30 0 ― ― ― ―

    INR 120 ― 117 △2 75 ― 74 △0

    PLN ― ― ― ― 143 ― 143 ―

    RUB ― ― ― ― 62 ― 60 △1

通貨オプション取引       

 買建       

  プット       

    USD 1,796 
(31)

― 45 14
270
(5)

― 10 4

    EUR 1,816 
(55)

― 81 25
495
(14)

― 24 10

 売建       

  コール       

    USD 2,371 
(31)

― 80 △49
524
(5)

― 10 △5

    EUR 2,780 
(55)

― 115 △59
928
(14)

― 32 △17

通貨スワップ取引       

 受取円・支払USD 6,141 ― 151 151 4,761 ― △281 △281

 受取円・支払EUR 396 ― △20 △20 411 ― △15 △15

合計 ― ― ― 64 ― ― ― △311



(2) 金利関連 

  

(注)  

  
次へ 

区分 種類 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等の 
うち１年超 
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

契約額等
(百万円) 

契約額等の
うち１年超
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

市場取引以外
の取引 

金利スワップ取引       

 受取変動・ 
 支払固定 200 ― △6 △6 ― ― ― ―

合計 ― ― ― △6 ― ― ― ―

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

１ 時価の算出方法 

  取引金融機関から提示された価格によっており

ます。 

１ 時価の算出方法 

同左 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

は除いております。 

２          同左 

３ オプション取引の契約額の( )内の金額はオプ

ション料であり、それに対応する時価及び評価

損益を記載しております。 

３          同左 



(退職給付関係) 

  

  

前へ   次へ 

前連結会計年度 当連結会計年度

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、昭和60年12月１日より、退職金制度のうち

定年退職者については100％、その他については

50％相当額につき適格退職年金制度を採用しており

ましたが、平成４年４月１日より調整年金制度に移

行しております。 

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う

場合があります。 

退職金制度を有する国内連結子会社１社は、昭和63

年４月１日より適格退職年金制度に移行しておりま

す。 

なお、在外連結子会社の一部は確定拠出型年金制度

を採用しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職

一時金制度を設けております。 

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う

場合があります。 

なお、在外連結子会社の一部は確定拠出年金制度を

採用しております。 

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い厚生年金

基金の代行部分について、平成17年９月１日に厚生

労働大臣から過去分返上の認可を受け、平成17年12

月15日に国に返還額(最低責任準備金)の納付を行っ

ております。 

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日) 

   (注) １ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載し

ております。 

      ２ 国内連結子会社１社は、退職給付債務の

算定にあたり、簡便法を採用しておりま

す。 

① 退職給付債務 △10,421百万円

② 年金資産 7,421  

③  差引 △2,999  

④ 未認識数理計算上の差異 1,951  

⑤ 未認識過去勤務債務 
  (債務の減額) 

△1,304  

⑥ 連結貸借対照表計上額 
  純額 

△2,353  

⑦ 退職給付引当金 △2,353  

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

   (注) 国内連結子会社１社は、退職給付債務の算

定にあたり、簡便法を採用しております。 

① 退職給付債務 △6,515百万円

② 年金資産 6,595  

③  差引 79  

④ 未認識数理計算上の差異 195  

⑤ 未認識過去勤務債務
  (債務の減額) 

△176  

⑥ 連結貸借対照表計上額
  純額 

98  

⑦ 前払年金費用 119  

⑧ 退職給付引当金 △21  

３ 退職給付費用に関する事項 

  (自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

   (注) １ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控

除しております。 

      ２ 簡便法を採用している国内連結子会社１

社の退職給付費用は、「① 勤務費用」

に計上しております。 

① 勤務費用 (注)1,2 542百万円

② 利息費用 201  

③ 期待運用収益 △133  

④ 数理計算上の差異の 
  費用処理額 

300  

⑤ 過去勤務債務の処理額 △164  

⑥ 退職給付費用 746  

３ 退職給付費用に関する事項 

  (自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

   (注) １ 簡便法を採用している国内連結子会社１

社の退職給付費用は、「① 勤務費用」

に計上しております。 

      ２ 上記退職給付費用以外に、退職特別加算

金として5,531百万円を特別損失として

計上しております。 

① 勤務費用 (注)1 465百万円

② 利息費用 151  

③ 期待運用収益 △125  

④ 数理計算上の差異の
  費用処理額 

209  

⑤ 過去勤務債務の処理額 △108  

⑥ 退職給付費用 592  

⑦ 厚生年金基金の代行返上に
  伴う利益 

△2,867  

⑧ 大量退職に伴う退職給付
  制度の一部終了損失 

432  

  合計 △1,842  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の 
  期間配分方法 

期間定額基準
とポイント 
基準の併用 

② 割引率 2.0％ 

③ 期待運用収益率 2.0％ 

④ 過去勤務債務の額の 
  処理年数 

15年の定率法

⑤ 数理計算上の差異の 
  処理年数 

15年の定率法

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の
  期間配分方法 

期間定額基準 
とポイント 
基準の併用 

② 割引率 2.0％ 

③ 期待運用収益率 2.0％ 

④ 過去勤務債務の額の
  処理年数 

15年の定率法 

⑤ 数理計算上の差異の
  処理年数 

15年の定率法 



(税効果会計関係) 

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1) 流動の部 

   繰延税金資産 

    たな卸資産未実現利益 2,637百万円

    研究開発費 557 

    たな卸資産 501 

    賞与引当金 459 

    貸倒引当金 127 

    その他 426 

   繰延税金資産合計 4,709 

   繰延税金負債との相殺 △35 

   繰延税金資産の純額 4,674 

   

   繰延税金負債  

    米国州税との一時差異に
    係る未払連邦税 

25 

    その他 17 

   繰延税金負債合計 42 

   繰延税金資産との相殺 △35 

   繰延税金負債の純額 6 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1) 流動の部  

  繰延税金資産  

   未払金 2,344百万円

   研究開発費 514  

   たな卸資産 457  

   賞与引当金 272  

   貸倒引当金 128  

   その他 441  

  繰延税金資産小計 4,158  

  評価性引当額 △1,312  

  繰延税金資産合計 2,846  

  繰延税金負債との相殺 △81  

  繰延税金資産の純額 2,765  

  

  繰延税金負債   

   未収事業税 46  

   米国州税との一時差異に
    係る未払連邦税 

19  

   その他 23  

  繰延税金負債合計 89  

  繰延税金資産との相殺 △81  

  繰延税金負債の純額 8  

(2) 固定の部  

   繰延税金資産  

    役員退職慰労引当金 972 

    退職給付引当金 930 

    繰越欠損金 725 

    投資有価証券 244 

    研究開発費 209 

    貸倒引当金 173 

    その他 215 

   繰延税金資産小計 3,472 

   評価性引当額 △373 

   繰延税金資産合計 3,098 

   繰延税金負債との相殺 △1,214 

   繰延税金資産の純額 1,883 

   

   繰延税金負債  

    在外子会社未分配利益 659 

    その他有価証券評価差額金 287 

    固定資産圧縮積立金 174 

    その他 310 

   繰延税金負債合計 1,432 

   繰延税金資産との相殺 △1,214 

   繰延税金負債の純額 217 

(2) 固定の部   

  繰延税金資産   

   繰越欠損金 2,249  

   土地 724  

   投資有価証券 149  

   研究開発費 116  

   建物 115  

   その他 281  

  繰延税金資産小計 3,637  

  評価性引当額 △2,504  

  繰延税金資産合計 1,133  

  繰延税金負債との相殺 △1,031  

  繰延税金資産の純額 101  

  

  繰延税金負債   

   その他有価証券評価差額金 769  

   在外連結子会社未分配利益 637  

   固定資産圧縮積立金 174  

   その他 284  

  繰延税金負債合計 1,866  

  繰延税金資産との相殺 △1,031  

  繰延税金負債の純額 834  



  

  

前へ     

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

    (調整) 

   連結財務諸表提出会社の 
   法定実効税率 

40.4％

    交際費等永久に損金に算入 
    されない項目 

1.4

    受取配当金等永久に益金に 
    算入されない項目 

△0.5

    住民税均等割等 0.6

    研究開発費等の法人税額特別控除 △5.6

    為替変動に伴う在外子会社 
    留保利益に係る税効果影響額 

△0.4

    評価性引当額 1.2

    その他 0.1

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.2％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

    (調整) 

  連結財務諸表提出会社の
   法定実効税率 

40.4％

   交際費等永久に損金に算入
    されない項目 

△3.0 

   受取配当金等永久に益金に
    算入されない項目 

0.1 

   住民税均等割等 △0.9 

   国外源泉税不控除額 △4.3 

   未実現利益に係る一時差異
    認識限度超過額 

△53.4 

   評価性引当額 △132.8 

   その他 △1.1 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 △155.0％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社グループは、写真処理機器の販売及び写真用品の販売・写真の現像・焼付サービスを事業として行って

おりますが、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める写真処

理機器の販売事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略してお

ります。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社グループは、写真処理機器の販売及び写真用品の販売・写真の現像・焼付サービスを事業として行って

おりますが、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める写真処

理機器の販売事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略してお

ります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

日本 
(百万円) 

北米 
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

アジア・
オセアニア
(百万円) 

その他
の地域 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

  売上高       

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 23,030 21,446 15,453 9,899 3,978 73,808 ― 73,808

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 30,043 811 65 226 108 31,256 (31,256) ―

計 53,073 22,257 15,519 10,126 4,087 105,064 (31,256) 73,808

  営業費用 50,240 21,995 16,039 9,302 3,211 100,789 (31,937) 68,852

  営業利益又は営業損失
(△) 2,832 262 △519 823 876 4,274 680 4,955

Ⅱ 資産 63,103 17,677 11,313 6,552 3,922 102,570 26,220 128,790



  

(注) １ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

２ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度31,701百万円、当連結会計年度34,280百万円

であり、その主なものは親会社での余資運用資金(預金及び有価証券等)、長期投資資金(投資有価証券等)であります。 

３ 国又は地域の区分の方法及び本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  (1) 国又は地域の区分は、地理的近接度及び社内管理体系によっております。 

  (2) 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米………………アメリカ・カナダ 

ヨーロッパ………ドイツ・イギリス・イタリア 

その他の地域……ブラジル・メキシコ 

  

  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

日本 
(百万円) 

北米 
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

アジア・
オセアニア
(百万円) 

その他
の地域 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

  売上高       

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 16,115 25,194 13,254 9,174 5,339 69,078 ― 69,078

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 23,223 606 92 104 52 24,080 (24,080) ―

計 39,339 25,801 13,346 9,279 5,391 93,158 (24,080) 69,078

  営業費用 39,568 25,158 14,124 8,715 4,380 91,948 (26,970) 64,978

  営業利益又は営業損失
(△) △229 642 △778 563 1,011 1,210 2,889 4,099

Ⅱ 資産 49,609 17,615 9,596 7,108 5,751 89,682 30,756 120,439

アジア・ 
オセアニア 

………中国・オーストラリア・台湾



【海外売上高】 

  

  

  

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

  (1) 国又は地域の区分は、地理的近接度及び社内管理体系によっております。 

  (2) 各区分に属する主な国又は地域 

北米………………アメリカ・カナダ 

ヨーロッパ………ドイツ・イタリア・イギリス 

その他の地域……ブラジル・メキシコ・アラブ首長国連邦 

  

項目 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

北米 ヨーロッパ
アジア・
オセアニア 

その他の
地域 

計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 19,958 15,509 17,526 8,968 61,963

Ⅱ 連結売上高(百万円)     73,808

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

27.0 21.0 23.8 12.2 84.0

項目 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

北米 ヨーロッパ
アジア・
オセアニア 

その他の
地域 

計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 24,573 13,055 14,401 8,325 60,355

Ⅱ 連結売上高(百万円)     69,078

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

35.6 18.9 20.8 12.1 87.4

アジア・ 
オセアニア 

………中国・インド・韓国



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

  

(注) １ 当社の代表取締役社長である西本貫一とその近親者が西本興産株式会社の全議決権を所有しております。 

２ 当社の代表取締役社長である西本貫一の近親者が有限会社西本住宅の全議決権を所有しております。 

３ 上記の取引金額は消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含めて記載しております。 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

近隣の取引実情を参考にして同等の価格によっております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

  

(注) １ 西本美代子は当社の取締役である土屋佳代の近親者であります。 

２ 当社の取締役である土屋佳代とその近親者が西本興産株式会社の全議決権を所有しております。 

３ 当社の取締役である土屋佳代とその近親者が有限会社西本住宅の全議決権を所有しております。 

４ 上記の取引金額は消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含めて記載しております。 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

近隣の取引実情を参考にして同等の価格によっております。 

  

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又

は出資金

(百万円)

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等

の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関係内容
取引の

内容 
取引金額

(百万円)
科目 

期末残高

(百万円)役員の

兼任等 
事業上

の関係 

役員及び

その近親

者 
西本貫一 和歌山市 ― 

当社代表 
取締役 

(直接

2.15) 
― ―

店舗の

賃借 
1 ― ―

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

する会社

等(その子

会社を含

む) 

西本興産 
株式会社 

和歌山市 411
損害保険 
代理業 

(直接

41.50) 
兼任２人

不動産の

賃借 

事務所

の賃借 
96
その他 
(流動資産) 

7

駐車場

の賃借 
1
その他 
(流動資産) 

0

有限会社 
西本住宅 

和歌山市 120
不動産管

理業 
― 兼任２人

不動産の

賃借 
社宅の

賃借 
1 ― ―

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又

は出資金

(百万円)

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等

の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関係内容
取引の

内容 
取引金額

(百万円)
科目 

期末残高

(百万円)役員の

兼任等 
事業上

の関係 

役員及び

その近親

者 

西本 
美代子 

和歌山市 ― 
当社関係 
会社会長 

(直接

1.57) 
― ―

駐車場

の賃借 
1 ― ― 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

する会社

等(その子

会社を含

む) 

西本興産 
株式会社 

和歌山市 100

不動産 
賃貸及び 
保険代理 
店業 

(直接

42.17) 
兼任２人

不動産の

賃借 

事務所

の賃借 
96
その他 
(流動資産) 

7

駐車場

の賃借 
1
その他 
(流動資産) 

0

土地及

び建物 
の譲渡 

50 ― ― 

有限会社 
西本住宅 

和歌山市 120
不動産管

理業 
― 兼任１人

不動産の

賃借 
社宅の

賃借 
1 ― ― 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 2,800円63銭 １株当たり純資産額 2,671円87銭

１株当たり当期純利益金額 95円23銭 １株当たり当期純損失金額 204円38銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

同左 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失(△)(百万円) 3,494 △7,318 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 47 ― 

 (うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (47) (―)

普通株式に係る当期純利益 

又は当期純損失(△)(百万円) 
3,446 △7,318 

普通株式の期中平均株式数(株) 36,190,518 35,806,968 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ その他の有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 55 50 0.9 ― 

その他の有利子負債   

 ファイナンス・リース 
         (１年以内返済) 

6 5 8.6 ― 

 ファイナンス・リース(１年超) 6 9 7.6
平成19年４月～ 
平成21年12月 

合計 67 65 ― ― 

  
１年超２年以内
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内
(百万円) 

その他の有利子負債 5 2 1 0



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金  19,176 22,524  

 ２ 受取手形  454 496  

 ３ 売掛金 ※１  10,991 5,202  

 ４ 有価証券  4,808 4,100  

 ５ 製品及び商品  1,811 1,049  

 ６ 半製品  6,218 3,756  

 ７ 原材料  88 74  

 ８ 仕掛品  1,323 1,042  

 ９ 前払費用  124 150  

 10 繰延税金資産  1,392 2,010  

 11 短期貸付金 ※１  7,173 5,873  

 12 未収入金  690 765  

 13 信託受益権  1,151 900  

 14 その他  111 75  

 15 貸倒引当金  △76 △46  

   流動資産合計  55,439 49.7 47,974 48.9

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

  (1) 建物 26,822 26,479    

    減価償却累計額 15,542 11,280 15,994 10,485  

  (2) 構築物 3,934 3,930    

    減価償却累計額 3,027 907 3,111 819  

  (3) 機械及び装置 7,934 7,733    

    減価償却累計額 6,269 1,665 6,364 1,368  

  (4) 車両運搬具 293 290    

    減価償却累計額 256 36 263 26  

  (5) 工具器具備品 19,287 19,923    

    減価償却累計額 16,302 2,984 17,027 2,896  

  (6) 土地  15,753 13,770  

  (7) 建設仮勘定  85 21  

   有形固定資産合計  32,713 29.4 29,388 29.9

 ２ 無形固定資産     

  (1) ソフトウェア  956 927  

  (2) 無形固定資産仮勘定  108 100  

  (3) その他  46 41  

   無形固定資産合計  1,112 1.0 1,069 1.1



  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 ３ 投資その他の資産      

  (1) 投資有価証券  5,938 6,962  

  (2) 関係会社株式  6,665 5,674  

  (3) 出資金  1 1  

  (4) 関係会社出資金  3,402 3,402  

  (5) 長期貸付金  146 141  

  (6) 関係会社長期貸付金  250 ―  

  (7) 更生債権等  289 7  

  (8) 長期前払費用  369 252  

  (9) 前払年金費用  ― 119  

  (10) 繰延税金資産  2,209 ―  

  (11) 長期定期預金  2,200 2,000  

  (12) 差入保証金  196 163  

  (13) 保険積立金  860 982  

  (14) その他  130 173  

  (15) 貸倒引当金  △469 △177  

   投資その他の資産合計  22,192 19.9 19,704 20.1

   固定資産合計  56,018 50.3 50,161 51.1

   資産合計  111,457 100.0 98,136 100.0

      



  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

 １ 支払手形  1,269 289  

 ２ 買掛金  8,239 4,802  

 ３ 未払金  974 6,417  

 ４ 未払費用  536 447  

 ５ 前受金  328 462  

 ６ 預り金  138 132  

 ７ 前受収益  30 16  

 ８ 賞与引当金  1,120 674  

 ９ 設備未払金  281 463  

 10 その他  67 8  

   流動負債合計  12,986 11.6 13,713 13.9

Ⅱ 固定負債     

 １ 繰延税金負債  ― 767  

 ２ 退職給付引当金  2,333 ―  

 ３ 役員退職慰労引当金  2,407 188  

   固定負債合計  4,740 4.3 956 1.0

   負債合計  17,727 15.9 14,669 14.9

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※２  7,025 6.3 7,025 7.2

Ⅱ 資本剰余金     

 １ 資本準備金 17,913 17,913    

   資本剰余金合計  17,913 16.1 17,913 18.3

Ⅲ 利益剰余金     

 １ 利益準備金 582 582    

 ２ 任意積立金     

  (1) 固定資産圧縮積立金 257 257    

  (2) 別途積立金 62,052 64,552    

 ３ 当期未処分利益又は 
   当期未処理損失(△) 

5,477 △6,785    

   利益剰余金合計  68,370 61.3 58,608 59.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金  421 0.4 1,130 1.1

Ⅴ 自己株式 ※３  △1 △0.0 △1,210 △1.2

   資本合計  93,730 84.1 83,467 85.1

   負債及び資本合計  111,457 100.0 98,136 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１  51,463 100.0 37,782 100.0

Ⅱ 売上原価    

 １ 製品商品期首たな卸高 2,293 1,811   

 ２ 当期製品製造原価 ※２ 29,367 21,649   

 ３ 当期商品仕入高 625 700   

計 32,286 24,161   

 ４ 製品商品期末たな卸高 1,811 30,475 59.2 1,049 23,111 61.2

   売上総利益  20,987 40.8 14,670 38.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

 １ 販売手数料 108 50   

 ２ 荷造運送費 1,884 1,482   

 ３ 広告宣伝費 1,034 632   

 ４ 製品保証費 946 430   

 ５ 貸倒引当金繰入額 349 127   

 ６ 役員報酬 311 270   

 ７ 給料・賞与 3,937 3,734   

 ８ 賞与引当金繰入額 532 322   

 ９ 退職給付費用 350 289   

 10 役員退職慰労 
   引当金繰入額 

49 ―   

 11 福利厚生費 632 599   

 12 旅費交通費 496 368   

 13 通信費 225 193   

 14 租税公課 283 247   

 15 減価償却費 1,119 1,073   

 16 賃借料 382 332   

 17 研究開発費 ※２ 2,699 2,520   

 18 その他 2,888 18,233 35.4 2,252 14,928 39.5

   営業利益又は 
   営業損失(△) 

 2,754 5.4 △258 △0.7

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息 ※１ 181 138   

 ２ 有価証券利息 27 29   

 ３ 受取配当金 ※１ 636 351   

 ４ 有価証券売却益 ― 4   

 ５ 賃貸料収入 51 48   

 ６ 為替差益 126 266   

 ７ その他 188 1,212 2.4 215 1,053 2.8

     



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅴ 営業外費用    

 １ 有価証券売却損 0 ―   

 ２ 貸倒引当金繰入額 0 ―   

 ３ 減価償却費 16 12   

 ４ デリバティブ評価損 100 ―   

 ５ その他 8 126 0.3 71 84 0.2

   経常利益  3,840 7.5 710 1.9

Ⅵ 特別利益    

 １ 固定資産売却益 ※３ 61 159   

 ２ 貸倒引当金戻入額 88 109   

 ３ 厚生年金基金代行返上益 ― 2,867   

 ４ 役員退職慰労引当金 
   戻入額 

― 748   

 ５ その他 ― 150 0.2 0 3,885 10.3

Ⅶ 特別損失    

 １ 固定資産売却損 ※４ 31 0   

 ２ 固定資産除却損 ※５ 70 253   

 ３ 投資有価証券評価損 261 ―   

 ４ 関係会社株式評価損 ― 1,278   

 ５ 希望退職制度に伴う損失 ※６ ― 5,937   

 ６ 減損損失 ※７ ― 2,023   

 ７ たな卸資産廃棄 
   及び評価損 

― 1,533   

 ８ その他 ― 363 0.7 97 11,125 29.5

   税引前当期純利益又は 
   税引前当期純損失(△) 

 3,627 7.0 △6,528 △17.3

   法人税、住民税 
   及び事業税 

1,296 231   

   法人税等調整額 287 1,008 1.9 1,879 2,111 5.6

   当期純利益又は 
   当期純損失(△) 

 2,618 5.1 △8,640 △22.9

   前期繰越利益  3,401 2,389 

   中間配当額  542 534 

   当期未処分利益又は 
   当期未処理損失(△) 

 5,477 △6,785 

     



製造原価明細書 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 18,843 55.6 12,185 50.7

Ⅱ 労務費 5,227 15.4 4,961 20.6

Ⅲ 経費 ※２ 9,840 29.0 6,902 28.7

   当期総製造費用 33,911 100.0 24,048 100.0

   期首仕掛品たな卸高 1,343 1,323  

   期首半製品たな卸高 ※１ 6,434 6,218  

   他勘定受入高 ※３ 212 244  

合計 41,902 31,835  

   他勘定振替高 ※４ 4,992 5,386  

   期末仕掛品たな卸高 1,323 1,042  

   期末半製品たな卸高 ※１ 6,218 3,756  

   当期製品製造原価 29,367 21,649  

  
原価計算方法 
 原価計算は、組別総合原価計算によって

おります。 

原価計算方法

 原価計算は、組別総合原価計算によって

おります。 

  

※１ 当社は、製品の製造に用いる部品を

外部より購入するとともに、同一部

品を社内でも製造しております。ま

た、購入部品に社内で更に加工を加

えたり、複数の部品を組み合わせて

複合部品(ユニット)としておりま

す。さらに、これらの部品又は複合

部品を補修用として顧客にも販売し

ております。 
   このように、部品には購入部品・購

入後の加工部品・自製部品並びに複

合部品が含まれており、かつそれら

が外販されることがあるため、購入

部品仕入高は材料費に含めておりま

すが、これらの期末残高は半製品た

な卸高として当期製品製造原価算出

のために控除しております。 

※１ 

  
  
  
  
  
  
  

同左 

  
※２ 主な内訳は次のとおりであります。

減価償却費 1,849百万円

外注加工費 4,008

※２ 主な内訳は次のとおりであります。 
減価償却費 1,521百万円

外注加工費 2,610 

  ※３ 固定資産より
   の受入高 212百万円

※３ 固定資産より
   の受入高 244百万円

  ※４ 販売費及び
   一般管理費 3,724百万円

※４ 販売費及び
   一般管理費 2,943百万円

  

(主として
研究開発費) 
への振替高 

  

固定資産への
振替高 1,267

その他への振替高 0

合計 4,992

(主として
研究開発費) 
への振替高 

  

固定資産への
振替高 910 

その他への振替高 1,533 
合計 5,386 



③ 【利益処分計算書】 

  

  

  
前事業年度
株主総会承認日 
(平成17年６月29日) 

当事業年度 
株主総会承認日 
(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益又は 
  当期未処理損失(△) 

5,477 △6,785

Ⅱ 任意積立金取崩額  

 １ 別途積立金取崩額 ― 10,000

合計 5,477 3,214

Ⅲ 利益処分額  

 １ 配当金 542 1,246  

 ２ 役員賞与金 45 ―  

   (うち監査役賞与金) (4) (―)  

 ３ 任意積立金  

   別途積立金 2,500 3,087 ― 1,246

Ⅳ 次期繰越利益 2,389 1,968

   



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

満期保有目的の債券は償却原価法(定

額法)、子会社株式及び関連会社株式

は移動平均法による原価法、その他有

価証券のうち、時価のあるものは期末

日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定)、

時価のないものは移動平均法による原

価法によっております。 

同左 

      

２ デリバティブ取引の評価

基準及び評価方法 

時価法によっております。 同左 

      

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

総平均法による原価法によっておりま

す。 

同左 

      

４ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 建物(建物附属設備を

除く)については定額

法、その他の有形固定

資産については定率法

によっております。 

       なお、主要な減価償却

資産の耐用年数は次の

とおりであります。 

       建物……10年～50年 

       機械及び装置 

         ……10年 

       工具器具備品 

         ……２年～10年 

無形固定資産 ソフトウェア……社内

における利用可能期間

(３年から５年)に基づ

く定額法 

       その他……定額法 

長期前払費用………………定額法 

有形固定資産  同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

無形固定資産  同左 

  

  

  

  

長期前払費用  同左 

      

５ 外貨建資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

同左 

      

６ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

  

債権等の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

  

同左 

      

 (2) 賞与引当金 従業員に対する賞与支給に充てるた

め、将来賞与支給見込額のうち当事業

年度に対応する部分を計上しておりま

す。 

同左 



  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(15年)による定率法により処理するこ

ととしております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(15年)による定率

法により按分した額を発生の翌事業年

度から処理することとしております。 

同左 

  (追加情報) 

当社は、確定給付企業年金法の施行に

伴い厚生年金基金の代行部分につい

て、平成16年８月１日に厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認可を受け

ました。 

当事業年度末日現在において測定され

た返還相当額(最低責任準備金)は

2,114百万円であり、当該返還相当額

(最低責任準備金)の支払が当事業年度

末日に行われたと仮定して「退職給付

会計に関する実務指針(中間報告)」

(日本公認会計士協会会計制度委員会

報告第13号)第44-2項を適用した場合

に生じる利益の見込額は2,869百万円

であります。 

(追加情報) 

当社は、確定給付企業年金法の施行に

伴い厚生年金基金の代行部分につい

て、平成17年９月１日に厚生労働大臣

から過去分返上の認可を受け、平成17

年12月15日に国に返還額(最低責任準

備金)の納付を行っております。 

当事業年度における損益に与えている

影響額は、特別利益として2,867百万

円計上しております。 

    
 (4) 役員退職慰労引当金 役員に対する退職慰労金支給に充てる

ため、内規に基づく期末要支給額の

100％相当額を計上しております。 

同左 

    なお、平成17年６月29日開催の定時株

主総会終結の時をもって役員退職慰労

金制度を廃止し、以降の対応分につい

ては引当金計上を行っておりません。 
    
７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ会計を採用し

ております。 

なお、為替予約及び通貨スワップ

については振当処理の要件を満た

している場合は振当処理を採用し

ております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

   
  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象   

為替予約及び 

通貨オプション 
外貨建売上債権

為替予約・ 

通貨オプション 

及び通貨スワップ

外貨建予定取引

通貨スワップ 外貨建貸付金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

取締役会の承認を受けた職務権限

及び取引限度額を定めた内規に基

づいて、外貨建債権に係る将来の

為替変動リスクをヘッジしており

ます。 

なお、在外子会社への外貨建貸付

金の為替変動リスクに関しては、

原則として100％ヘッジする方針

であります。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約・通貨オプション及び通

貨スワップについては、契約内容

により高い有効性が明らかに認め

られる取引や実行可能性の極めて

高い輸出取引に係る取引であるた

め、有効性の判定は省略しており

ます。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

      

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

    

  消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 同左 



重要な会計方針の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日)を適用しております。これ

により税引前当期純損失は、2,023百万円増加しており

ます。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(貸借対照表) 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「未収収益」

は、資産総額の100分の１以下となったため、当事業年

度より流動資産の「その他」に含めて表示することに変

更しております。 

――― 

    

 前事業年度まで区分掲記しておりました「施設利用

権」及び「電話加入権」は、資産総額の100分の１以下

となったため、当事業年度より無形固定資産の「その

他」に含めて表示することに変更しております。 

――― 

    

(損益計算書) 

 デリバティブ評価損は営業外費用の合計額の100分の

10を超えることとなったため独立掲記いたしました。 

 なお、前事業年度の営業外費用の「その他」に含まれ

ているデリバティブ評価損はありません。 

――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 関係会社に対する資産 

売掛金 7,007百万円

短期貸付金 7,168 

※１ 関係会社に対する資産 

売掛金 3,311百万円

短期貸付金 5,868 

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合は、これに相当する株式数を減ずることに

なっております。 

※２ 会社の発行する株式の総数  

普通株式 64,000,000株

    発行済株式の総数  

普通株式 36,190,872株

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合は、これに相当する株式数を減ずることに

なっております。 

※２ 会社の発行する株式の総数  

普通株式 64,000,000株

    発行済株式の総数  

普通株式 36,190,872株

※３ 自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式430株

であります。 

※３ 自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式

576,430株であります。 

 ４ 偶発債務 

(1) リース利用により当社製品を購入した顧客のリ

ース契約に関する債務保証残高は、以下のとお

りであります。 

㈱日本ビジネスリース 894百万円

三井住友銀リース㈱ 430 

昭和リース㈱ 93 

TOKYO LEASING 
(HONG KONG)Ltd. 

34 

東京リース㈱ 21 

 ４ 偶発債務 

(1) リース利用により当社製品を購入した顧客のリ

ース契約に関する債務保証残高は、以下のとお

りであります。 

㈱日本ビジネスリース 640百万円

三井住友銀リース㈱ 406 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 152 

TOKYO LEASING
(HONG KONG)Ltd. 

29 

東京リース㈱ 13 

(2) 当社製品を購入したソウル支店の顧客の金融機

関借入に対する債務保証残高は、以下のとおり

であります。 

韓国第一銀行 377百万円(KRW3,560百万)

(2) 当社製品を購入したソウル支店の顧客の金融機

関借入に対する債務保証残高は、以下のとおり

であります。 

韓国第一銀行 465百万円(KRW3,866百万)

韓国CITI銀行 122百万円(KRW1,013百万)

 ５ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は421百

万円であります。 

 ５ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は1,130

百万円であります。 



(損益計算書関係) 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 関係会社との取引に係る主なものは、次のとおり

であります。 

売上高 30,122百万円

受取利息 259 

(主として貸付金に係るもの) 

受取配当金 578 

※１ 関係会社との取引に係る主なものは、次のとおり

であります。 

売上高 23,311百万円

受取利息 281 

(主として貸付金に係るもの) 

受取配当金 335 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、4,573百万円であります。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、3,507百万円であります。 

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

機械及び装置 0百万円

車両運搬具 0 

工具器具備品 2 

土地 57 

合計 61 

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

車両運搬具 0百万円

工具器具備品 0 

土地 159 

合計 159 

※４ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 0百万円

車両運搬具 0 

工具器具備品 8 

建設仮勘定 20 

ソフトウェア 1 

合計 31 

※４ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 0百万円

車両運搬具 0 

工具器具備品 0 

合計 0 

※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 1百万円

構築物 0 

機械及び装置 7 

車両運搬具 4 

工具器具備品 53 

ソフトウェア 3 

合計 70 

※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 131百万円

構築物 1 

機械及び装置 10 

車両運搬具 0 

工具器具備品 60 

ソフトウェア 12 

建設仮勘定 23 

無形固定資産仮勘定 14 

合計 253 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※６         ――― ※６ 希望退職制度に伴う損失 

   希望退職制度に伴う損失の内訳は、次のとおりで

あります。 

   なお、大量退職に伴う退職給付制度の一部終了損

失の内訳は、次のとおりであります。 

退職特別加算金 5,112百万円

大量退職に伴う退職給付
制度の一部終了損失 

432 

再就職支援費用 279 

その他 113 

退職給付債務の増加額 473百万円

数理計算上の差異償却額 130 

過去勤務債務償却額 △171 

※７         ――― ※７ 減損損失 

   当社は、当事業年度において以下の資産につき減

損損失を計上しました。 

   当社は、継続的に収支の把握を行っている管理会

計上の区分である事業単位を一つのグルーピング

単位としております。遊休資産については各資産

をグルーピングの単位としております。 

   賃貸用資産は、それを利用する連結子会社の写真

機器等販売事業がデジタルカメラの普及による家

電量販店への需要シフトなどによって業績が低迷

しており、その賃料の長期的かつ安定的な回収が

不透明な状況となり、また、賃貸用資産の土地時

価が下落しているため、同事業にかかる資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として特別損失に計上しまし

た。なお、回収可能価額は、正味売却可能価額と

使用価値を比較していずれか高い金額としており

ます。土地及び建物については主として固定資産

税評価額に合理的な調整を加えて算定した金額を

正味売却可能価額としております。また、使用価

値は将来キャッシュ・フローを９％で割り引いて

算定しております。 

   未利用の土地につきましては、将来の使用が見込

まれていないため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に

計上しました。なお、未利用土地の回収可能価額

は正味売却可能価額(不動産鑑定評価額)により測

定しております。 

場所 用途 種類 金額 
(百万円)

株式会社西本本店他店舗
(和歌山県) 賃貸用資産 土地、建物等 1,057

本社工場隣接土地
(和歌山市) 未利用 土地 965



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日)及び当事業年度(平成18年３月31日)のいずれにおいても子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具 
備品 

118 85 33

合計 118 85 33

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

工具器具
備品 

64 55 9 

合計 64 55 9 

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため「支払利子込み法」により算定しておりま

す。 

同左 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 24百万円

１年超 9 

合計 33 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 7百万円

１年超 1 

合計 9 

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、「支払利子込み法」によ

っております。 

同左 

３ 当期の支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 45百万円

減価償却費相当額 45 

３ 当期の支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 24百万円

減価償却費相当額 24 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 流動の部 

繰延税金資産  

 研究開発費 557百万円

 賞与引当金 452   

 たな卸資産 167   

 未払費用 71   

 その他 142   

繰延税金資産合計 1,392   

      

繰延税金負債     

 その他 0   

繰延税金負債合計 0   

繰延税金資産との相殺 △0   

繰延税金資産の純額 1,392   

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 流動の部 

繰延税金資産  

 未払金 2,211百万円

 研究開発費 514   

 賞与引当金 272   

 たな卸資産 218   

 その他 163   

繰延税金資産小計 3,380   

評価性引当額 △1,323   

繰延税金資産合計 2,057   

      

繰延税金負債     

 未収事業税 46   

 その他 0   

繰延税金負債合計 46   

繰延税金資産との相殺 △46   

繰延税金資産の純額 2,010   

 (2) 固定の部 

  

繰延税金資産    

 役員退職慰労引当金 972   

 退職給付引当金 922   

 投資有価証券 244   

 研究開発費 209   

 貸倒引当金 151   

 その他 184   

繰延税金資産合計 2,684   

繰延税金負債   

 その他有価証券 

 評価差額金 
286   

 固定資産圧縮積立金 174  

 その他 13   

繰延税金負債合計 474   

繰延税金資産との相殺 △474   

繰延税金資産の純額 2,209   

 (2) 固定の部 

  

繰延税金資産    

 繰越欠損金 1,562   

 関係会社株式 577   

 土地 724   

 投資有価証券 149   

 研究開発費 116   

 建物 115   

 その他 194   

繰延税金資産小計 3,441   

評価性引当額 △3,193   

繰延税金資産合計 248   

繰延税金負債との相殺 △248   

繰延税金資産の純額 ―   

繰延税金負債   

 その他有価証券 

 評価差額金 
767   

 固定資産圧縮積立金 174  

 その他 73   

繰延税金負債合計 1,016   

繰延税金資産との相殺 △248   

繰延税金負債の純額 767   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

 法定実効税率 40.4％

 (調整)  

  交際費等永久に損金に 
  算入されない項目 

1.4 

  受取配当金等永久に益金に 
  算入されない項目 

△0.7 

  住民税均等割 0.9 

  研究開発費等の法人税額特別控除 △8.6 

  外国税額控除 △5.2 

  その他 △0.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.8 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

 法定実効税率 40.4％

 (調整)  

 交際費等永久に損金に
  算入されない項目 

△1.0 

 受取配当金等永久に益金に
  算入されない項目 

0.1 

  住民税均等割 △0.4 

  評価性引当額 △69.2 

  その他 △2.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △32.3 



(１株当たり情報) 
  

  
(注) １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 2,588円67銭 １株当たり純資産額 2,343円63銭

１株当たり当期純利益金額 71円11銭 １株当たり当期純損失金額 241円30銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

同左 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失(△)(百万円) 2,618 △8,640 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 45 ― 

 (うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (45) (―)

普通株式に係る当期純利益
又は当期純損失(△)(百万円) 

2,573 △8,640 

普通株式の期中平均株式数(株) 36,190,518 35,806,968 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 
  

  

【債券】 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)  

その他有価証券  

コニカミノルタ 
ホールディングス㈱ 

863,323 1,296

㈱紀陽ホールディングス 3,284,697 1,080

UFJ Capital Finance  
4 Limited 

100 1,000

㈱四五コーポレーション 46,500 522

㈱ニコン 127,000 267

㈱三菱UFJフィナンシャル・ 
グループ 

84 152

㈱三井住友フィナンシャル 
グループ 

68 88

竹田印刷㈱ 65,000 82

バンドー化学㈱ 134,000 70

㈱島精機製作所 18,150 59

その他16銘柄 329,889 365

計 4,868,812 4,987

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円) 

(有価証券)  

満期保有目的の債券  

MARC FIN LTD 0.73％ 20SEP  
2006 S M90 

500 500

ＦＯＲＥＳＴ 500 499

第68回オリックス社債 300 301

第32回西日本旅客鉄道㈱社債 300 300

住友電装㈱第12回無担保社債 300 300

その他８銘柄 1,600 1,600

小計 3,500 3,502

(投資有価証券)  

満期保有目的の債券  

㈱三井住友銀行 
第18回無担保社債 

300 301

509回東京電力債 300 300

富士通㈱ 第22回無担保社債 300 299

第55回東京急行電鉄㈱ 
無担保社債 

282 282

第５回豊田通商社債 200 205

その他４銘柄 402 400

小計 1,784 1,789

計 5,284 5,292



【その他】 

  

  

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円) 

(有価証券)  

その他有価証券  

〔証券投資信託の受益証券〕  

外国投資信託  

ドイチェ・円ポートフォリオ 
ドイチェ・マネープラス 

30,000 300

公社債投資信託  

日興・メロン・グローバル・カ
レンシー・ファンド 2004‐02 

20,000 197

Lプラス 2003‐06 10,000 98

小計 60,000 597

(投資有価証券)  

その他有価証券  

〔証券投資信託の受益証券〕  

株式投資信託  

ノムラ・ボンド・インカム・オ
ープン 

100,000,000 88

〔投資事業有限責任組合への 
 出資〕 

 

TNPオンザロード１号 
投資事業有限責任組合 

10 97

小計 100,000,010 185

計 100,060,010 782



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期減少額の( )内は減損損失の計上額であり、内書きで表示しております。 

２ 工具器具備品の当期増加額の主なものは、本社工場の金型製作費741百万円、レンタル事業用のデジタルドライプリンタ

539百万円であります。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 26,822 91 
433
(229)

26,479 15,994 525 10,485

 構築物 3,934 ― 
3
(0)

3,930 3,111 86 819

 機械及び装置 7,934 8 209 7,733 6,364 294 1,368

 車両運搬具 293 0 3 290 263 9 26

 工具器具備品 19,287 1,552 916 19,923 17,027 1,329 2,896

 土地 15,753 ― 
1,982
(1,793)

13,770 ― ― 13,770

 建設仮勘定 85 43 107 21 ― ― 21

有形固定資産計 74,110 1,696 
3,657
(2,023)

72,149 42,761 2,244 29,388

無形固定資産       

 ソフトウェア 1,710 341 556 1,494 567 358 927

 無形固定資産仮勘定 108 146 154 100 ― ― 100

 その他無形固定資産 102 ― 0 102 60 5 41

無形固定資産計 1,921 487 711 1,697 628 363 1,069

長期前払費用 1,191 74 675 589 336 190 252



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式数は576,430株であります。 

２ 任意積立金の当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) １ 貸倒引当金の当期減少額のその他欄は、一般債権の貸倒実績率洗替額及び個別債権に対する回収不能額の見直しに伴う取

崩額であります。 

２ 役員退職慰労引当金の当期減少額のその他欄は、退任した役員に係る役員退職慰労金の支給額の見直しに伴う取崩額であ

ります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 7,025 ― ― 7,025

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式(注)１ (株) (36,190,872) (―) (―) (36,190,872)

普通株式 (百万円) 7,025 ― ― 7,025

計 (株) (36,190,872) (―) (―) (36,190,872)

計 (百万円) 7,025 ― ― 7,025

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

資本準備金     

 株式払込剰余金 (百万円) 8,619 ― ― 8,619

 合併差益 (百万円) 9,294 ― ― 9,294

計 (百万円) 17,913 ― ― 17,913

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金(注)２ (百万円) 582 ― ― 582

任意積立金     

 固定資産圧縮 
 積立金 

(百万円) 257 ― ― 257

 別途積立金 (百万円) 62,052 2,500 ― 64,552

計 (百万円) 62,893 2,500 ― 65,393

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 545 174 339 156 224

賞与引当金 1,120 674 1,120 ― 674

役員退職慰労引当金 2,407 6 1,470 754 188



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

  

ｂ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

現金 3

(預金の種類)  

当座預金 84

普通預金 562

定期預金 19,709

別段預金 2

外貨預金 2,163

預金計 22,521

合計 22,524

相手先 金額(百万円)

テクネス㈱ 131

㈱ナニワ商会 106

㈱浅沼商会 79

オリエンタル写真商事㈱ 47

㈱ローヤルカラー 45

その他 85

合計 496

期日 金額(百万円)

１ケ月以内 154 

２ケ月以内 144 

３ケ月以内 103 

４ケ月以内 75 

５ケ月以内 11 

５ケ月超 7 

合計 496 



ｃ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 当期発生高には消費税等を含んでおります。 

  

ｄ 製品及び商品 
  

  

相手先 金額(百万円)

Noritsu (Deutschland) GmbH 1,747

NORITSU DO BRASIL LTDA. 321

NORITSU EUROPEAN DISTRIBUTION CENTER B.V. 276

中外写真薬品㈱ 276

Noritsu Canada Ltd. 251

その他 2,329

合計 5,202

前期繰越高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
  
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

10,991 38,352 44,141 5,202 89.46 77.05

区分 金額(百万円)

(ミニラボシステム機器)  

フィルム現像処理機 16

ペーパー焼付現像処理機 838

ミニラボ周辺機器 134

小計 989

大型ラボ機器 47

その他 12

合計 1,049



ｅ 半製品 
  

  

ｆ 原材料 
  

  

ｇ 仕掛品 
  

  

ｈ 短期貸付金 
  

  

ｉ 関係会社株式 
  

区分 金額(百万円)

電子部品 652

電気部品 1,054

フレーム外装部品 1,625

その他 424

合計 3,756

区分 金額(百万円)

ステンレス鋼材 35

鉄鋼材 5

樹脂材料 22

その他 11

合計 74

区分 金額(百万円)

部品製造工程 176

製品組立工程 866

合計 1,042

相手先 金額(百万円)

NORITSU AMERICA CORPORATION 4,761

NORITSU FRANCE E.U.R.L. 411

諾日士(上海)電子設備製造有限公司 400

㈱西本 295

FOTOTEK A/S 5

合計 5,873

銘柄 金額(百万円)

(子会社株式)  

NORITSU AMERICA CORPORATION 4,498

㈱日本環境開発 287

NORITSU (UK) LIMITED 262

㈱西本 255

NORITSU PHILIPPINES, INC. 177

その他(６社) 193

合計 5,674



② 負債の部 

ａ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

ｂ 買掛金 

  

  

ｃ 未払金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額(百万円)

沖プリンテッドサーキット㈱ 33

㈱光研 32

㈱イズミプラ 23

㈱ミネルバ 23

岩谷産業㈱ 14

その他 160

合計 289

期日 金額(百万円)

１ケ月以内 89 

２ケ月以内 67 

３ケ月以内 57 

４ケ月以内 74 

合計 289 

相手先 金額(百万円)

三菱ＵＦＪファクター㈱ 1,386

SMBCファイナンスサービス㈱ 1,064

リコー光学㈱ 320

㈱島津製作所 163

兼松㈱ 143

その他 1,724

合計 4,802

内容 金額(百万円)

退職特別加算金 5,112 

再就職支援費用 279 

その他 1,025 

合計 6,417 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 平成18年６月29日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告の方法は次のとおりとなりました。 

 当会社の公告方法は電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることがで

きない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

  http://www.noritsu.co.jp 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞(注) 

株主に対する特典 ３月31日現在100株以上保有の株主に対して特別企画品を進呈いたします。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第50期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年６月30日 
関東財務局長に提出。 

          
(2) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令

第19条第２項第９号(代表取締役の異
動)の規定に基づく臨時報告書 

  平成17年８月31日 
関東財務局長に提出。 

          
(3) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令

第19条第２項第３号(特定子会社の異
動)に基づく臨時報告書 

  平成17年10月19日 
関東財務局長に提出。 

          
(4) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令

第19条第２項第９号(代表取締役の異
動)の規定に基づく臨時報告書 

  平成17年11月１日 
関東財務局長に提出。 

          
  
(5) 

  
自己株券買付状況 
報告書 

報告期間 
自 平成17年８月１日 
至 平成17年８月31日 

    
平成17年９月15日 

    自 平成17年９月１日 
至 平成17年９月30日 

  平成17年10月14日 

    自 平成17年10月１日 
至 平成17年10月31日 

  平成17年11月15日 

    自 平成17年11月１日 
至 平成17年11月30日 

  平成17年12月15日 

    自 平成17年12月１日 
至 平成17年12月31日 

  平成18年１月13日 

    自 平成18年１月１日 
至 平成18年１月31日 

  平成18年２月15日 

    自 平成18年２月１日 
至 平成18年２月28日 

  平成18年３月15日 

    自 平成18年３月１日 
至 平成18年３月31日 

  平成18年４月14日 

    自 平成18年４月１日 
至 平成18年４月30日 

  平成18年５月15日 

    自 平成18年５月１日 
至 平成18年５月31日 

  平成18年６月15日 

        関東財務局長に提出。 
          
(6) 自己株券買付状況 

報告書の訂正報告書 
平成17年９月15日提出の自己株券買
付状況報告書に係る訂正報告書 

  平成17年10月11日 
関東財務局長に提出。 

(7)  半期報告書 (第51期中) 
  

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

  
  
平成17年12月９日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

ノーリツ鋼機株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているノーリ

ツ鋼機株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ノ

ーリツ鋼機株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

監査法人 トーマツ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  吉  川  郁  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  美  馬  和  実  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

ノーリツ鋼機株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているノーリ

ツ鋼機株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ノ

ーリツ鋼機株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損

に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

監査法人 トーマツ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  吉  川  郁  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  美  馬  和  実  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

ノーリツ鋼機株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているノーリ

ツ鋼機株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第50期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ノーリ

ツ鋼機株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

監査法人 トーマツ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  吉  川  郁  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  美  馬  和  実  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

ノーリツ鋼機株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているノーリ

ツ鋼機株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第51期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ノーリ

ツ鋼機株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとな

ったため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

監査法人 トーマツ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  吉  川  郁  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  美  馬  和  実  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の推移
	(4)所有者別状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	(1)定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	株式の種類
	イ定時総会決議による買受けの状況
	ロ子会社からの買受けの状況
	ハ取締役会決議による買受けの状況
	ニ取得自己株式の処理状況
	ホ自己株式の保有状況


	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

	(2)資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の買受け等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	債券
	その他
	有形固定資産等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/94
	pageform2: 2/94
	form1: EDINET提出書類  2006/06/30 提出
	form2: ノーリツ鋼機株式会社(371066)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/94
	pageform4: 4/94
	pageform5: 5/94
	pageform6: 6/94
	pageform7: 7/94
	pageform8: 8/94
	pageform9: 9/94
	pageform10: 10/94
	pageform11: 11/94
	pageform12: 12/94
	pageform13: 13/94
	pageform14: 14/94
	pageform15: 15/94
	pageform16: 16/94
	pageform17: 17/94
	pageform18: 18/94
	pageform19: 19/94
	pageform20: 20/94
	pageform21: 21/94
	pageform22: 22/94
	pageform23: 23/94
	pageform24: 24/94
	pageform25: 25/94
	pageform26: 26/94
	pageform27: 27/94
	pageform28: 28/94
	pageform29: 29/94
	pageform30: 30/94
	pageform31: 31/94
	pageform32: 32/94
	pageform33: 33/94
	pageform34: 34/94
	pageform35: 35/94
	pageform36: 36/94
	pageform37: 37/94
	pageform38: 38/94
	pageform39: 39/94
	pageform40: 40/94
	pageform41: 41/94
	pageform42: 42/94
	pageform43: 43/94
	pageform44: 44/94
	pageform45: 45/94
	pageform46: 46/94
	pageform47: 47/94
	pageform48: 48/94
	pageform49: 49/94
	pageform50: 50/94
	pageform51: 51/94
	pageform52: 52/94
	pageform53: 53/94
	pageform54: 54/94
	pageform55: 55/94
	pageform56: 56/94
	pageform57: 57/94
	pageform58: 58/94
	pageform59: 59/94
	pageform60: 60/94
	pageform61: 61/94
	pageform62: 62/94
	pageform63: 63/94
	pageform64: 64/94
	pageform65: 65/94
	pageform66: 66/94
	pageform67: 67/94
	pageform68: 68/94
	pageform69: 69/94
	pageform70: 70/94
	pageform71: 71/94
	pageform72: 72/94
	pageform73: 73/94
	pageform74: 74/94
	pageform75: 75/94
	pageform76: 76/94
	pageform77: 77/94
	pageform78: 78/94
	pageform79: 79/94
	pageform80: 80/94
	pageform81: 81/94
	pageform82: 82/94
	pageform83: 83/94
	pageform84: 84/94
	pageform85: 85/94
	pageform86: 86/94
	pageform87: 87/94
	pageform88: 88/94
	pageform89: 89/94
	pageform90: 90/94
	pageform91: 91/94
	pageform92: 92/94
	pageform93: 93/94
	pageform94: 94/94


